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（午前９時００分 開議） 

○坂口委員長 おはようございます。 

ただいまから再開し、直ちに本日の会議を開きます。 

中原福祉課長。 

○中原福祉課長 失礼いたします。昨日の民生費に関する質疑の中で、ご質問にお答えで

きなかった３点につきまして、お答えをさせていただきたいと思います。 

 まず最初に、施策の成果の８１ページでございます。高齢者優待券の交付に関して、

平成２６年度のそれぞれの優待券につきまして、当初予算時の見込み数はどのようにな

っているかというご質問でございます。 

まず、ＣＩ－ＣＡにつきましては６００人分、ＩＣＯＣＡにつきましては２，８００

人分、タクシー券につきましては６００人分、予算は伴いませんが、ふれあい交流セン

ターの入館券につきまして３００人分、合計４，３００人分と見込んで予算を算定いた

しました。 

次に、施策の９７ページをお願いしたいと思います。子育てサポーターの育成に関し

まして、平成２６年度の子育てサポーター養成講座修了者４人のうち、子育てサポータ

ーゆりかごへ入られた方の人数につきましてのご質問でございますけれども、その４人

の方につきましては、子育てサポータークラブへは入られておりませんので、ご報告さ

せていただきます。 

次に、施策の成果の９９ページ、広域入所の充実に関して、平成２７年度の受託児童

の在住市町村の内訳でございます。６名のうち、２名が大和郡山市、３名が安堵町、１

名が三郷町でございます。以上でございます。 

○坂口委員長 はい、ありがとうございます。 

それでは、８日に引き続き、第４款 衛生費についての説明をお受けいたします。 

乾住民生活部長。 

○乾住民生活部長 それでは、第４款 衛生費の決算の概要につきまして、ご説明を申し

あげます。失礼して、座って説明させていただきます。 

主要な施策の成果報告書の１０３ページから１２９ページまでとなっております。 

初めに、１０３ページの第１項 保健衛生費、第１目 保健衛生総務費でございます。

職員の人件費、王寺周辺広域休日応急診療施設組合及び西和衛生試験センター組合の運

営に要する費用が主なものでございます。 

続いて、１０４ページから１０７ページの第２目 感染症予防費でございます。感染
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症の予防や蔓延防止のため、予防接種に要する費用を支出いたしております。１０４ペ

ージからの高齢者インフルエンザ予防接種や日本脳炎予防接種を初めとする各種定期予

防接種を実施いたしました。 

１０６ページでございますが、高齢者肺炎球菌ワクチンの予防接種では、平成２６年

１０月から、６５歳以上の５歳刻みの人を対象として、定期接種に移行いたしておりま

す。なお、任意接種の高齢者肺炎球菌でありますが、６５歳以上で定期接種の対象とな

らない人は、引き続き町卖独事業として予防接種費用の一部助成を行いました。 

また、１０７ページでございますが、水痘予防接種についても、生後１２か月から３

６か月に至るまでの幼児を対象として定期接種になったことから、個人通知を行い、周

知を図っております。 

同じページの乳幼児Ｂ型肝炎予防接種につきましては、平成２６年度から、町卖独事

業として予防接種の一部助成を始めております。 

続きまして、１０８ページから１１２ページまでの第３目 母子衛生費でございます。

妊婦や乳幼児の健康管理、親の育児力の向上や育児不安の解消などを要する費用等を支

出したものでございます。 

１０８ページの健康づくりの意識啓発と活動支援では、子どもの健やかな成長を図る

ため、育児支援を中心とした活動を行っている母子保健推進員の支援を行うとともに、

産婦人科医による「小さく産んで大きく育てるって本当にいいの」、また、臨床心理士

による「子どもの心を育てる親のかかわり方」について、講演会を開催をいたしました。 

次に、同じページの予防・相談体制の充実であります。乳児健診を初め、１０９ペー

ジにございます１歳６か月児や３歳児などの乳幼児の健診を行いました。経過観察を必

要とする乳児には、保健師が担当医と連携をとりながら育児支援に努める一方、発達状

況に不安がある幼児には、臨床心理士による発達相談を行ったものでございます。 

また、１１０ページでございますが、新生児訪問などを実施し、出産後早い時期から

かかわりを持ち、育児不安の軽減を図ったり、両親学級や子育て教室などの親の育児力

の向上を目指して、子どもの成長発達に応じた教室を開催をいたしております。 

次に、１１１ページでございます。妊婦一般健康診査の実施では、健康診査の受診券

を１人当たり１５回分を助成し、経済的な負担の軽減を図っております。 

次に、１１２ページでございます。一般不妊・不育治療費の助成でございます。一般

不妊治療や不育治療を望む夫婦に対し、高額となる治療費用の一部助成を行い、一般不

妊治療で２３件、不育治療で３件の助成を行っております。 
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同じページの保健・福祉・医療の連携と充実では、安心して妊娠・出産できる体制を

確立するため、産婦人科の一次救急体制の整備に努めたところでございます。 

続きまして、１１３ページから１１８ページまでの第４目の健康増進事業費でござい

ます。各種がん検診や健康づくり事業に要する費用を支出いたしております。 

  まず、１１３ページからの健康づくりの意識啓発と活動支援では、生活習慣病の予防

や重症化を防ぐため、健康教育の実施として、健康づくりの講演会や生活習慣病予防に

係る各種教室を実施することで具体的な生活習慣の改善方法について指導を行い、行動

変容につながるよう努めました。 

１１４ページの予防・相談体制の充実では、医療保険者等が行う健診を受診できない

人の健診を行うとともに、大腸がん検診、それから１１５ページの胃がん検診を初めと

する各種がん検診を実施をいたしております。受診者の利便性を考慮し、集団検診と個

別検診の両方で実施し、延べ６，１４８人が受診され、がんと診断された方は、大腸が

んで４人、乳がんで３人、子宮がんで１人、前立腺がんで６人でございました。 

  次に、１１７ページでございます。脳ドック健診受診費用の助成では、１５０人に助

成を行い、受診の結果、４人に異常所見が認められたところでございます。 

次に、１１８ページの高齢者健康診査の実施では、高齢者の医療の確保に関する法律

に基づき、奈良県後期高齢者医療広域連合からの受託事業として、７５歳以上の高齢者

を対象とした健康診査を実施したものでございます。平成２６年度は、１，０３６人が

受診をいたしております。 

続いて、同じページの第５目 狂犬病予防費でございます。狂犬病予防法に基づく犬

の登録業務及び狂犬病予防注射済票交付業務等を行っております。 

続きまして、１１９ページの第６目 火葬場費でございます。火葬業務や火葬施設の

日常的な維持管理に要する費用を支出いたしております。また、火葬場周辺の環境整備

に努めてきたところでございます｡ 

  続いて、１１９ページから１２１ページにかけましての第７目 環境対策費でござい

ます。環境保全推進委員活動の支援、ＩＳＯ１４００１の推進及び啓発、地球温暖化の

防止、竜田川流域生活排水対策推進協議会の運営に要する費用が主なものでございます。 

１１９ページの環境共生まちづくりの推進でございます。環境保全推進委員活動の支

援では、環境保全推進委員を委嘱し、地域の巡視及び実態調査に取り組んでいただきま

した。 

次に、ＩＳＯ１４００１の推進でございますが、ＩＳＯ１４００１の導入によります
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費用対効果については、省エネ、省資源への取り組みによりまして、ＩＳＯ運用経費を

含めても依然導入前の経費を下回っております。環境マネジメントシステムによります

効果の持続を確認しているところでございます。なお、平成２６年度は、審査機関によ

ります３年に１度の更新審査受審の年でございまして、審査の結果、５期目の登録が認

められたところでございます。 

次に、１２０ページの地球温暖化の防止では、地球温暖化に関する活動、情報発信な

どの事業展開を実施している斑鳩町地球温暖化対策地域協議会の活動を支援しておりま

す。 

次に、１２１ページの環境保全対策でございます。まず、空き地の適正管理につきま

しては、空き地を適正に維持保全するための所有者の責務を明らかにし、適正な管理を

強く促すため、空き地の適正管理に関する条例を創設し、これまで住宅地内でありなが

ら、長年適正な管理が行われていなかった空き地１件につきまして、条例に基づき勧告

を行ったところ、樹木の伐採、草刈り等適正な管理のための措置が行われたところでご

ざいます。 

次に、スズメバチ被害防止の支援といたしまして、スズメバチによる危害を防止し、

町民生活の安全を守り、より良い環境づくりに寄与するため、スズメバチ被害防止対策

補助金交付制度を創設し、１０件の営巣駆除に対し補助金を交付したところでございま

す。 

続きまして、１２２ページから１２９ページにかけましての第二項 清掃費でござい

ます。 

まず、１２２ページの第１目 清掃総務費でございます。職員人件費や美化推進など

に要する費用を支出いたしております。ポイ捨てしにくい雰囲気を醸成するとともに、

美化意識の向上を図るため、クリーンキャンペーンの実施や環境パトロール時に啓発広

報を実施したところでございます。 

続きまして、１２２ページから１２９ページまでの第２目 塵芥処理費であります。

リサイクル処理委託、ごみ処理委託、ごみ減量化推進、資源物回収奨励金交付事業、衛

生処理場の維持管理・運営、バイオマス利活用の推進、衛生処理場焼却棟解体撤去工事

などに要する費用について支出いたしております。 

  ごみの排出量、資源化の状況につきましては、まず、家庭系の廃棄物・資源物排出量

の推移を見てみますと、廃棄物収集量が減尐しているのに対し、資源物収集量が増加傾

向で推移しております。また、事業系や公共施設の搬入量の推移につきましては、平成
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２０年度以降、減尐傾向で推移をいたしております。 

このような状況から、１２７ページでございますが、１２７ページの下段のごみ排出

量状況の表にありますように、住民１人１日当たりの排出量は、平成２６年度では、前

年度と比較いたしまして、ほぼ同量の７６０ｇとなっておりますが、国民１人１日当た

りの排出量、平成２５年度ですが、９５８ｇ、奈良県民１人１日当たりの排出量、これ

も平成２５年度ですが、９１８ｇと比較いたしまして、当町は低い排出量で推移してい

るところでございます。 

  また、総ごみ発生量のうち、資源化された割合、いわゆる資源化率につきましては、

平成２６年度では、前年度から２．４％上昇の５２．８％となっており、全国、平成２

５年度では２０．６％、奈良県、これ、平成２５年度ですが、１３．１％と比較いたし

まして、かなり高水準となっております。 

  このことから、平成２６年度におきましても、本町はごみの発生量そのものが尐なく、

発生しても焼却や埋め立て処理の量が尐ないということで、全国的な課題であります最

終処分場の残余容量の延命に貢献したのではないかと考えております。 

  本町では、平成２４年４月から焼却処理を業者委託したことによりまして、本町のご

み処理は全て委託処理となり、排出量の増減が処理費用の増減に直結してまいります。 

  このことから、環境井戸端会議によるゼロ・ウェイストの啓発活動及び家庭生ごみ分

別収集のモデル世帯の拡充や事業系生ごみ分別搬入モデル事業の実施、陶器類の再利

用・リサイクル事業の推進といった従来の事業に加え、環境省の事業であります小型家

電リサイクルシステム構築実証事業にも参画し、小型家電のリサイクル処理を試行する

など、さらに焼却、埋め立てするごみの量を減らすとともに、啓発事業などを充実させ、

ごみ減量化に努めたところでございます。 

続きまして、１２９ページの第３目 し尿処理費でございます。職員の人件費、鳩水

園の維持管理・運営、し尿の処理、浄化槽の設置補助などに要する費用を支出いたして

おります。 

ごみ・し尿処理として、鳩水園の運営では、施設からの放流水につきまして、オゾン

処理装置による高度処理及び脱窒素処理などにより、水質汚濁の防止に努め、適正な施

設運営を行いました。 

 次に、合併処理浄化槽の設置補助では、平成２６年度におきましても、引き続き浄化

槽設置者に対して補助金を交付するとともに、浄化槽の適切な維持管理について、広報

紙等を通じましてその啓発に努めたところでございます。 
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以上で、第４款 衛生費にかかります説明といたします。何とぞよろしくご審査賜り

よう、お願いをいたします。 

○坂口委員長 説明が終わりましたので、第４款 衛生費について、質疑をお受けいたし

ます。 

木澤委員。 

○木澤委員 まず１点目ですけども、成果報告書の１０６ページですね、高齢者肺炎球菌

ワクチンの予防接種ですけども、部長の報告の中にもありましたけども、定期接種にし

ていただいて接種率が大分上がっているなというふうに思うんですけども、町のほうと

しては、この効果っていうんですかね、というのをどういうふうに分析しておられます

か。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 定期接種が平成２６年の１０月から実施されまして、そのときに全

ての対象者の方、６５歳以上で５歳刻みの対象者の方には個別通知をさせていただきま

した。その結果、定期接種として５８４人の方が受診していただきました。従来でした

ら任意接種で、２５年の場合は３３９人受診されておられますので、２６年度は任意接

種と合わせて９４０人受けていただいておりますので、そういった周知の方法により非

常に多くの方に接種をいただいたというふうに考えております。 

また、この予防接種につきましては、肺炎を予防するということで、インフルエンザ

等を打ったあと、これも接種すれば効果があるというふうに言われておりますので、高

齢者の方の健康管理につきましては非常に重要な予防接種であると考えており、また、

多くの方が受けていただいておりますので、医療費の削減等にも一部、はっきりした数

字はわかりませんけども、そういったことにも効果が出ているのではないかというふう

には考えております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 今まで任意接種のときは、通知っていうんですかね、お知らせはどんなふう

にしてはったんでしょうか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 これは、通常の広報、ホームページ等でお知らせをさせていただい

ていたところでございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 やっぱり個別に通知が行くと、任意式の場合と大分違うということで、目に
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見えて効果が出ているということでございますので、また、課長もおっしゃっていただ

きましたけども、周知の方法についても、また、ここだけじゃなしに、ほかの分野でも

いろいろと研究をしていただきたいと思います。 

それと、１０７ページのほうのＢ型肝炎の予防接種ですけども、これも２６年度の４

月から実施をしていただいたということで、接種が始まっていますけども、ちょっと私

思っていたよりも接種率低いかなというふうに思うんですけども、ここのところはどん

なふうに感じて、分析してはるでしょうか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 乳児のＢ型肝炎につきましては、この２６年度から新たに始めさせ

ていただきまして、そういった制度でありますので、まだ認識的に、お母さん方の認識

がまだ、周知されていない状況もあるかと思いますけども、今後また、ロタウイルスと

同様、接種していただくように、保健センターでの子どもさんの事業等においても、今

も周知は行っておりますけど、今後も引き続いてそういった啓発活動もしていきたいと

いうふうに考えております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 その下のところの水ぼうそうの予防接種については、これ、１０月からして

いただいて、接種率４２．５％と、こっちのほうは結構受けていただいているかなとい

うふうに思うんですけども、これは周知の方法の違いなんでしょうか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 水ぼうそうにつきましては、定期接種でございます。平成２６年１

０月から定期接種になりましたことから、対象者の方には全て個別通知をさせていただ

きました。水ぼうそうにつきましては既にかかっておられる方もございますので、結果

的には、現在は４２．５％という接種率になっております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そうしますと、このＢ型肝炎のほうは任意接種ということで、個別の通知は

行っていないということでしょうかね。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 任意接種でございますので、個別通知はしておりませんけども、新

生児訪問の際に全ての予防接種の説明をさせていただいていまして、このＢ型肝炎の予

防接種につきましても同様の説明をさせていただいております。 

任意接種でありますので、接種された分の費用として、接種費用の２分の１で３，０
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００円を助成させていただいているというところでございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そういうことであれば、通知はもう個々には行っているということで、受け

る、受けはらへんっていうのはそれぞれのご家庭の意思によるものなのかなというよう

に思いますけど、やっぱり受けていただくことで、その後のやっぱり発病に対して抑制

をすると。それで、医療費についてもやっぱり抑制につながるというふうに思いますの

で、引き続き啓発のほう、よろしくお願いします。 

そうしますと、成果報告書の１１１ページなんですけども、妊産婦相談・指導の実施

ということで、これ、件数が減ってきているんです。２４年度を見ますと４０８件にな

っていて、だんだん減ってきている傾向にあるかなというふうに思うんですけども、こ

れは出産される方の人数自体が減っているのか、それとも相談件数のほうが減っている

のか、ちょっと出産の人数がわかりましたらあわせてお聞きしたいんですけど。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 平成２６年度の出生数ですけども、１９５人と、前年に比べて４１

人減になっております。そういったことが主な要因ではないかというふうには考えてお

ります。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 今、出生数は４１人減っているっていうふうにおっしゃいましたけども、そ

うすると、２５年度に２３６人出生されていたのが、４１人減っているということです

ね。斑鳩町、頑張って子育て支援策に力を入れて、出生数も伸びてきているなというふ

うに理解をしていたんですけども、そこのところの実態っていうのはどんなふうになっ

ているんでしょうかね。 

○坂口委員長 安藤住民課長。 

○安藤住民課長 すみません、今、委員さんのほうから出生数のほうのお尋ねありました

ので、住民課のほうからご回答させていただきます。 

まず、平成２６年度ですね、２７年３月末でございますけれども、１９５人、平成２

５年度末が２３６人、平成２４年度末が２３２人、平成２３年度末が２５４人、平成２

２年度が２５５人というふうになっております。以上です。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 実際には、ふえている年もあるけども、やっぱり減ってきていると。２５年

度から２６年度にかけては大きく減っているなと。２７年度の今の状況っていうのはわ
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かりますかね。今の段階で前年度と比較できるようでしたらお聞きしたいんですけども。 

○坂口委員長 安藤住民課長。 

○安藤住民課長 すみません、今その資料を持ち合わせておりませんので、後ほど回答さ

せていただきます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 いろいろな要因はあるかなと思いますけど、実数としてやっぱり減っている

っていうのが実態だなというのがわかったんですけども、これについては、この間、取

り組んできて、一生懸命子育て応援ということで頑張ってきていますので、どこに原因

があるのかなというのもちょっとまた分析をしていただきたいなというふうに思うんで

すけども、今すぐにはわからないでしょうから、またお願いをしておきます。 

それとですね、１１１ページのその下のところの妊婦一般健康診査のところで、これ

も件数が減っているのがちょっと気になったんですけども、これはどういった理由によ

るものなんでしょうか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 これにつきましても、やはり出生数が尐なくなったというのがやは

り一番大きな原因ではないかというふうに考えております。 

ただ、考えられることは、転出されれば、それ以後の受診券は使えないし、また、妊

婦さんが転入された場合は、転入した後の枚数の受診券を使っていただくということに

なりますので、交付者数は２５年度と同様の、同じ、同数でありますけども、そういっ

たことも要因して最終の受診者数が減っているのではないかというふうに考えておりま

す。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 転出等によるものが要因ではないかということですが、これにつきましても、

具体的にちょっと理由などがつかめるようでしたら、ちょっと追跡調査っていうんです

かね、をお願いして、またわかった段階で教えていただきたいと思います。 

そうしましたら次に、成果報告書の１２０ページなんですけども、この年度は住宅用

の太陽光発電システム、これの補助をやっていただいていまして、この年度までという

ことで今はやっていないんですけども、その後もですね、もともと国の補助金制度があ

って、それに上乗せするような形で町も実施してきましたけども、今、国が廃止をされ

ても市町村独自でこの制度をやられているところがあると思うんですけども、そういっ

たところがどういう形で実施をされているのか、担当課のほうですか、つかんでおられ
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るようでしたらお聞きしたいなと思うんですけども。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 平成２５年度で、県内で１３市町村で太陽光発電システムの設置補

助事業を実施をされておりましたが、平成２６年度は８市町村に減尐しております。 

国の補助事業があった場合、どの市町村もですね、申請書類に国の補助金交付決定書

の写しの添付をもって、そのシステムが日本工業規格に適合したものという判断をして

おりました。国の補助事業がなくなってから、市町村独自で補助事業を実施されている

市町村の国の補助金交付決定通知書にかわる必要書類として、電力会社との電力受給契

約書の写し、あるいは工事契約書の写し、発電システム設置にかかった領収書及び内訳

明細書の写しが新たに申請書の添付書類として求められているところであります。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 国がそういうふうにやっているときは、それを活用してそのまま認定をする

という形で補助金出すということでできたんですけども、今、国がやっておられないの

で、その審査を、まあ言うたら今、市町村独自でやっているところは、そこが独自にや

っているのかなというふうに思うんですけども、それの実態なんかっていうのはわかり

ませんかね。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 どの要項を見ましても、中古品は除くというふうに書かれているん

ですけども、この領収書とか見る限りですね、その辺の手続がちょっとどうされている

のかっていうのはわからないんですけども、日本工業規格に合ったものかどうかという

判断が、多分現地なりを確認してされていると思うんですけども、その辺の実態はつか

んでおりません。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そういうところで、市町村独自でやっておられるというところは、私はぜひ

参考にしてちょっと調査していただきたいなと。この斑鳩町がやったときに、駆け込み

も含めて、要望に応える形で一定数申請があって、それに応えるということでやってき

て、じゃあそれ、その後ですね、どれぐらいの需要があるのかというのは、ひとつ考え

なければいけない点ではあるというふうに思うんですけども、やはりこの制度があるこ

とで太陽光パネルの設置が広がるという状況があるのでしたら、やっぱり件数が尐ない

ならばそれだけ必要な予算についても尐なくて済むわけですけども、やはり今、エネル

ギーの問題については、再生可能なエネルギーに切りかえていこうというふうに国全体
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としても求められている中で、町として、町独自でもそうした形でこの補助金というの

を復活させる方法がないのかなというふうには思いますので、担当課におかれましては

調査・研究をしていただきたいというふうに思いますので、お願いをしておきます。 

そうしましたら、１２１ページですけども、空き地の適正管理ということで、この条

例も２６年度の４月から制定して、管理・指導等をしていただいていまして、先ほど部

長の報告の中でも、１件勧告をして、それに応える形で対応されたという報告もありま

したけども、もう尐し詳しい状況について、ほかにも指導・助言が１０１件とか、その

辺のところもできたらお聞きしたいと思うんですけども。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 平成２６年度では、町内で８３か所の空き地を確認をして、指導の

件数につきましては、勧告１件を含めて、延べ１０２件となっております。 

勧告をした空き地を含めまして、最終的に７２か所の空き地につきましては、平成２

６年度、何らかの措置をされ、適正な管理に努めていただいておりますけれども、１１

件につきましては、平成２６年度中、対策を講じていただけなかったところであります。 

しかし、これらの空き地につきましては、周りに住宅がない、あるいは付近からの苦

情相談が寄せられないなど、管理不全状態ではありますものの、条例に抵触するような

状況ではないという判断をして、勧告などの措置は講じなかったところであります。 

なお、条例を制定する前、同じように８０何か所から１００か所の空き地を確認をし

ておりましたけども、それまでは３２か所、あるいは３０か所で、その年度内一度も草

刈りをされていなかったという実績がございます。条例を制定してからは１１か所とい

うことで、この条例の効果は出ているのではないかというふうに分析をしているところ

です。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 今、課長おっしゃっていただいたみたいに、条例つくって、こういう形で町

のほうでも取り組んだということで、効果が出ているのかなということで評価をさせて

いただきたいなというふうに思います。 

おっしゃっていた１１件対応していただけなかったところですけども、連絡等はつい

ているんですかね。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 全て所有者に郵送で現在の状況なりを複数回お知らせしております

けども、郵便物等戻ってきておりませんので、相手方には通じているというふうに確認
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をしております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 電話連絡等はされていないですか。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 所有者によりましては、今後何かございましたら連絡をしてくださ

いということで連絡先を教えていただいているところも多数ございます。そういったと

ころはですね、何も言わなくても管理をしていただけるんです。こういったところにつ

いては電話番号等も登録をされておりませんので、郵送でのやりとりになってしまうと

いうことでございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 わかりました。連絡先もわからないというところに対しての対処というんで

すかね、郵送はできますけども、そうしたところも、今後課題になってくるのかなとい

うふうに思いますが、つくったことによって、つくって実施したことによって効果が出

ているという点で確認をさせていただきます。 

そうしましたら、その下のところのスズメバチの被害防止なんですけども、これも新

たに設置していただいて、実際に交付されているっていうことですけども、ちょっとそ

のスズメバチの広がりっていうのも、実態についてはなかなかつかめないでしょうけど

も、申請を通じてどんな状況なのかなというのも、町のほうとして、担当課としてどん

な分析されているのか、お聞かせいただきたいと思います。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 以前、スズメバチというのは、普通、民家とかには営巣はしない、

アシナガバチであるとかミツバチはそういったことがございますけども、スズメバチは

そういったことはなかったんですけども、最近そういった苦情相談がふえてくるという

ことはやはり、スズメバチにつきましても住むようなところがだんだん尐なくなってき

ているのかなというふうに思います。 

２６年度につきましては１０件の補助をしておりますけども、その中身を見てみます

と、おうちの軒先が３件、庭の木にできていたのが４件、屋根裏が２件、物置の中にで

きていたのが１件というような状況になっております。 

今年度につきましても、もう既に１１件の補助をしておりますので、スズメバチの営

巣については、もう民家でも普通にされるようになってきているのではないかなという

ふうに分析をしているところであります。 
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そういったところで、広報紙などでですね、ハチの上手な対処の仕方、また、初期対

策が重要になりますので、４月号の広報、そして１０月号の広報でももう一度お知らせ

をする予定にしているところであります。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 ごめんなさい、これ、２６年度予算で見込んでいた件数と、それと２７年度

の予算で計上している件数、ちょっと今わかるようでしたら、教えてもらえますか。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 ２６年度予算計上させていただくときには、他市町村の状況などを

参考にして、１５件分の予算計上をさせていただきました。実績が１０件だということ

で、平成２７年度についても同様の１５件の１５万円を予算計上しているところであり

ます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 今の段階で１１件来ていますよということで、これ、年度内に予算以上の申

請があったときには、どんな対応をされるのか。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 要項では、予算の範囲内ということになっておりますけれども、予

算流用なりの対応をして、全ての方に、申請された方に補助金を交付できるように努力

をしてまいりたいと考えております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 はい、わかりました。 

そうしましたら、１２３ページのところの家庭生ごみ減量化の促進のところで、段ボ

ールコンポストの体験教室で、これ、数が、件数がすごいふえているんですけども、こ

れはどういったことなんでしょうか。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 段ボールコンポストにつきましては、電気式の生ごみ処理機あるい

はＥＭ菌を使った処理よりも安価で、しかも気軽にできるということで最近普及をして

きております。 

そういったことで、平成２６年の１１月に段ボールコンポスト体験教室を開催をしま

したところ、参加者が１４名と尐なかったこともございまして、年明けの２７年１月号

広報で、段ボールコンポストによる生ごみの減量方法について、気軽に取り組めますよ

ということでご紹介をしたところ、２月の教室では４６名、３月では５４名と、一度体



 - 15 - 

験してみたいという方がふえたところであります。 

段ボールコンポストはですね、微生物の力で生ごみを分解させるもので、扱い方によ

っては失敗もあるということで、町といたしましては、できるだけ取り組んでいただき

やすい、できるだけ長く取り組んでいただけるように、体験教室終了後のフォローアッ

プとして、定期的に相談会、あるいは段ボールコンポスト通信を発信をいたしまして、

参加者の継続的な取り組みの支援をしているところであります。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 非常にいい取り組みかなというふうに思います。環境対策課におかれまして

は、この間ですね、生ごみ分別の問題だとか、ごみの仕分けの問題だとか、やっぱり丁

寧に自治会さんを回っていただいたりとか、今おっしゃったように、実施した体験会の

あとも定期相談会をやられるとか、やっぱり住民さんに対して丁寧な姿勢で取り組んで

いただいているのがこうした効果にあらわれてきているのかなというふうに思いますの

で、今後もやっぱりこうした取り組みについてはぜひ頑張っていただきたいということ

で、評価させていただきたいと思います。 

続けて、１２７ページのところの小型家電のリサイクルなんですけども、一定、担当

常任委員会でも報告はされていましたけども、２６年度７月に開始して、実際こういう

状況だということで、２５ページのところでですね、２６年度については費用について

は無償で取り組むことができたというふうに説明書きがしてくれているんですけども、

それについてと、今の状況についてと、お尋ねをしたいんですけども。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 小型家電のリサイクルにつきましては、平成２６年度につきまして

は、環境省の小型家電リサイクルシステム構築実証事業に参画をいたしましたので、回

収にかかる費用、処理にかかる費用、あるいは回収ボックスを設置する費用は全て補助

金で賄われております。平成２７年度より、本格的に資源化処理に移行をしているとこ

ろであります。その状況でありますけども、７月末までに、ボックス回収、ピックアッ

プ回収を合わせまして約７トン処理をしておりまして、うちリサイクルされた率は約７

３％であります。 

処理費用につきましては、有価として取り扱われておりまして、１キロ当たり５円で

売却をしておりまして、これまで約３万５，０００円の収益があったところであります。 

しかしながら、引き取り業務につきまして、どうしても運搬のコストがかかるという

ことで、運搬費用については別途委託をしております。１回１万７，０００円で委託を
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しておりまして、これまで８回、２１万６，０００円を支出しているところであります。 

なお、この小型家電の資源化処理に取り組まず、不燃ごみとして埋め立て処理してい

た場合は、７月末現在で２０万５，２００円となりまして、若干ではございますが、不

燃ごみの処理よりも、小型家電を分別することによって安価で処理できているところで

あります。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 こういった形で、処分してしまうよりも資源として活用すると。さらに、売

ることもできるということなので、非常によい取り組みではあるなと思うんですけども、

売るほうが高くならへんのかなという思いもありまして、その辺については、今後これ

が広まっていく中で、またそうした金額等については変わってくるのかなというふうに

思います。 

あと、これ、計上されている１７万３，０００円というのは、どういった費用なんで

すかね。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 施策の実施内容に載っております１，７３０円ですね。これにつき

ましては、周知するためのチラシの用紙代でございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 卖価、間違っていました。結構です。 

ごめんなさい、もう１点。すみません、１２９ページなんですけども、これはことし

の４月からですね、安心サポートごみの、サポートをやっていただいていますけども、

今の段階でわかりましたら、登録されている件数ですね、と実態とお聞きしたいんです

けども。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 平成２７年の４月から開始をいたしましたごみ出しサポート事業の

状況でございますが、４月現在は１３件からスタートし、その後、申し込み等々がござ

いまして、現在では２２件の利用になっているところであります。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 当初見込んでいた件数と比べると、どんな感じで推移しているんでしょうか。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 計画段階では、他市町村の利用状況等々から、当町では４０件から、

最大でも５０件程度と見込んでおりましたので、現時点ではやや計画段階を下回る件数
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で推移をしているところであります。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そら尐ないにこしたことはないというふうに思うんですけども、周知もされ

ているかと思いますが、今後また強化していただいて、漏れるということのないような

形でまた取り組んでいただきたいなというふうに思います。 

すみません、それとですね、またシルバーさんとの関係のところなんですけども、環

境対策課で言いますと、火葬場の草刈り業務の委託をされていますけども、これについ

ても、契約金額から割り戻しをすると幾らの卖価になるんでしょうか。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 １人当たりの卖価は、時間給で７０５円になります。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 すみません、その一番裏の資料にですね、ここにも環境対策課が所管されて

いる業務の発注があるんですけども、これについてもそれぞれお尋ねしたいんですが。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 まず、ペットボトル等の選別業務ですけども、これも時間給に割り

戻しますと７０５円。生ごみ、バケツ洗浄業務につきましても、割り戻しますと時間給

７０５円。粗大ごみの収集業務につきましては、受付が時間当たりに割り戻しますと７

１５円、収集が８８０円となります。以上です。 

○坂口委員長 ほかにございませんか。 

平川委員。 

○平川委員 １１０ページの両親学級の実施のところですけれども、参加人数９９人のう

ち妊婦が４４人ということは、残りが、ご主人だったり、家族だったりというふうに考

えていいんでしょうか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 両親学級１３２人につきまして、内訳は、パパママスクールで９９

人とサロンが３３人参加されておりまして、それを合わせて１３２人となっております。 

○坂口委員長 平川委員。 

○平川委員 すみません、そのうちの妊婦さんと、それ以外の、ご主人だったりのその内

訳をお伺いしたいんですけど。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 すみません、妊婦さんはそのうち４２人です。そのほか、ご主人や
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家族の方で５７名となっております。 

○坂口委員長 平川委員。 

○平川委員 母親を対象にしているそういう教室をされているところ、自治体にはたくさ

んありますけれども、両親学級ということで、男女共同参画とか、家族の支援とかとい

う形で、こういう形で開催するのはすごく望まれることだと思うんですけれども、実感

として、その辺の効果っていうのは何か感じていらっしゃることってありますでしょう

か。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 やはり妊娠期から主人も参加いただけるように土曜日の開催もやっ

ておりまして、そこの中で、やはり夫婦で助け合いながら子育てするという、そういっ

たご認識を持ってもらうというのは非常に大事だと思っておりますので、こういった形

で実施しております。 

○坂口委員長 平川委員。 

○平川委員 ありがとうございます。やはり男女共同参画ということで、男性の育児参加

というのもこれから求められるということになりますので、今後とも引き続きよろしく

お願いいたします。 

それと、８ページの保健センターサポーターの養成っていうことで、平成２６年の実

施が４人ということで、この中でサポーターになられた方が何人いらっしゃるのかって

いうことと、ちょっと人数が尐ないように感じるんですけれども、何回も開催するとだ

んだん参加される方も尐なくなってくるのかなとは思うんですけれども、このあたりは、

運営とかという点で、このぐらいの人数で何とかやっていけるようなものなんでしょう

か。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 保健センターサポーターの養成は、平成２３年度から実施させてい

ただいております。２３年度は、受講者の方が１６名おられて、１５名の方が登録され

ております。２４年度は、１７名参加されて、１７名登録していただいています。２５

年度は、１１名参加で１１名登録、平成２６年度は、４名参加で３名ということで、こ

の時点で合計５３名の方が受講されて、４６名の方が登録をしていただきました。 

ただ、今年度に入りまして、再度皆さんのご都合等を確認した中では、ご家庭の都合

で５名、ちょっと参加できないということをお聞きしまして、４１名、そして、２７年

度でもう既にこの養成講座が終わりまして、５名参加していただきまして、５名の方が
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登録していただきました。今年度の方を合わせて、従来の方と合わせて、合計、今、４

６名の方で活動をしていただいている状況でございます。 

○坂口委員長 平川委員。 

○平川委員 ありがとうございます。何年か開催されているので、家庭の都合などで抜け

られる方を補充するっていう意味合いでは、いいのかなとは思います。 

あと、９ページの生後３・４か月の乳幼児健診なんですけれども、受診率が９４．

９％っていうことなんですけれども、ここしばらくの児童虐待などで、こうした定期検

診に来られない方の中でそういうことが見受けられるというケースもあるようなんです

けれども、来られていない方に対する何かフォローとか、そういうことはされています

でしょうか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 斑鳩町では、町卖独で、新生児訪問のあと、乳児訪問というのを実

施しております。そういった形で、訪問するなり、あとはその子どもさんが幼稚園、保

育所、または予防接種等を受けているかどうかということを確認しております。できる

だけやはり新生児訪問後の訪問につきましては、そういった形を中心に訪問していただ

くということもやっております。 

虐待等、平成２６年度につきましては、全てを確認はさせていただいているという状

況でございます。 

○坂口委員長 平川委員。 

○平川委員 ありがとうございます。そうしたことがないように、今後とも引き続きよろ

しくお願いいたします。 

○坂口委員長 奥村委員。 

○奥村委員 そうしましたら、１０３ページの食生活講座の件でございますけれども、食

生活講座の実施っていうことで、これの参加人数とか、それからまた、開催数はどれぐ

らいになっておりますでしょうか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 平成２６年度は、４回実施をしております。参加人数、実人数で１

４名。４回実施していますので、延べというかでいきますと３７人、延べで参加してい

ただいています。 

内容的には、栄養の、調理の基礎知識を学んでいただいて、その後、調理実習を含め、

健康づくりと生活習慣病とか、食事のバランスガイドを利用した調理実習等を実施して
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おります。 

○坂口委員長 奥村委員。 

○奥村委員 主に参加される方は、どういう対象の方が参加されておられますでしょうか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 ここに参加していただきましたら、その後、できたら食生活改善推

進員のほうに加入していただくようにお願いというか、それの養成も兼ねて実施をして

おります。その１４名の実際受けていただいたうちの３人さんが食生活改善推進員さん

に登録していただいたという状況でございます。 

○坂口委員長 奥村委員。 

○奥村委員 それでは、次に、１０６ページの子宮頸がんワクチンのことでございます。

この子宮頸がんワクチン、副作用等、いろいろこう、問題が出てきたっていうことで、

接種者数も３名と減っておりますけども、その中で、何かこう、意見といいますか、こ

ういう副作用が出てきましたよって訴えておられる方っていうのはいらっしゃるんでし

ょうか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 国のほうでは、今、そのワクチン等の因果関係等がはっきりしない

ということで、平成２５年６月１４日から積極的勧奨を差し控えている状況でございま

す。ただ、接種を希望される方につきましては、そういった内容を接種前に医師からき

っちり説明を受けて、受けていただくと。受けられた方につきましては、接種費用は助

成をさせていただいております。ただ、そういったことで、２６年は３名ということに

なっております。 

そういった症状につきましては、頭痛が治らないから、病院へ行っても、どこへ行っ

ても原因がわからないという方も中にはおられまして、そういった方につきましては、

国が指定されている病院、奈良県では奈良県立医大ですけども、そういったところを受

診してくださいという、そういった問い合わせがあった場合にはそういうふうに対応し

ているところでございます。 

○坂口委員長 奥村委員。 

○奥村委員 それでは次に、１０９ページの乳幼児の健診のところでございますけれども、

１歳６か月児の内科健診の中で、受診率は非常に高い状態なんですけれども、この中で、

要観察児っていうのが９１名いらっしゃるっていうことで、要観察率が３７．４％、割

かし高目の数字が出ておりますけども、この１歳６か月の要観察児っていうのはどうい
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う状態の方を、でしょうか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 まず、言葉が、言葉数が尐ない、出てこない、多動、それと、言っ

ていることがちょっと理解しているかどうかちょっとわかりにくいと、身体的に成長が

尐し、平均より体の成長が小柄ではないかというような、そういった部分で注意深く観

察していかなければいけないという方が、今、１歳６か月で９１人という形になってお

ります。 

○坂口委員長 奥村委員。 

○奥村委員 そうしましたら、小学校へ上がられるまでの間、切れ目なく町としては見て

いっていただけるっていう方向性でしょうか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 その後、斑鳩町で独自で２歳の歯科健診っていうのを実施しており

ます。そのときに来るようにはご案内させてもらって、その後の発達状況とか、要観察

で指摘あった部分についてどうかっていうのを確認をさせてもらう。必要に応じて子育

て教室にご参加してもらったり、あとは、心理的に必要であれば臨床心理士の先生に診

てもらうとか、そういった形で。あとはまた３歳児健診がございますので、３歳児健診

でも同じように状況を見ながら、心の面であれば臨床心理士の先生に診ていただく、あ

るいは療育教室を紹介したりとか、また、子育て教室、そして、リハビリが必要であれ

ばそういった専門のところに紹介をする。それと、また、３歳児健診につきましては視

力検査もありますので、そういった視力検査とか、多動、指示が、言っていることがわ

かっているかということに注目して、３歳児の場合は要観察児として６７人挙がってい

る状況でありますけども、常にそういったほかの医療機関とか療育教室等と連携をとり、

専門の先生のご指示を仰ぐという形をとっております 

○坂口委員長 奥村委員。 

○奥村委員 それでは、３歳児の歯科健診のところでありますけれども、やっぱり１歳半

から見ましたら、かなり多い人数の方が要観察になっておられますけれども、食べるも

のも多種多様になってこられる年代だと思うんですけれども、この辺で、親御さんに対

するご指導とかそういうのも、具体的にありましたら教えていただきたいんですけれど

も。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 今、ご指摘いただいたとおり、保健センターでも３歳の虫歯の対象
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の方が多いというふうには把握しております。ただ、３歳になりますと、自我が芽生え、

自分の意思で甘いものとかというものを食べるようになってくる時期であるというふう

に考えております。そういったことから、保健センターでは、幼稚園、保育所に出向き

まして、歯科衛生士、母子推進員さん、そして保健師が出向いて、子どもを対象にブラ

ッシング指導を行っております。 

ただ、今、ご指摘いただいたように、歯磨きは親の仕上げ磨きっていいますか、そう

いうようなものも非常に大事になってきております。ですから、親御さんに、虫歯予防

に対する親の意識を高めるような働きかけは今後もまた引き続いてしていく必要がある

というふうに思っておりますので、引き続きそういった機会を捉えて啓発していきたい

というふうに思っております。 

○坂口委員長 奥村委員。 

○奥村委員 ありがとうございます。 

それと、次に、１１２ページの一番下のところでございますけれども、産婦人科一次

救急医療体制の整備というところなんですけれども、この一次救急医療の体制の整備っ

ていうのは、どういう形の体制の整備を整えていただいたのかっていうところを教えて

いただきたいです。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 以前、奈良県内で、緊急搬送でたらい回しになったという事象があ

りました。それを受けて、奈良県内で産婦人科を標榜している医療機関で、輪番でです

ね、休日・夜間の救急医療体制をとっております。まず、これに要する経費として、計

上した支払いをしている金額でございます。 

○坂口委員長 奥村委員。 

○奥村委員 すみません、そうしましたら、次の、最後ですけども、１２７ページのごみ

収集車の件なんですけれども、ごみ収集車の耐用年数と１台の卖価につきまして、教え

ていただきたいです。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 ごみ収集車には、一般的に、ロータリー車とパッカー車がございま

す。可燃ごみを収集するロータリー車は、ロータリー部分の利用頻度が高く、おおむね

１０年を過ぎますと修理回数が増加していく傾向にございますので、更新時期につきま

しては、１３年から１５年を目安にしております。また、パッカー車につきましては、

ロータリー車より構造は複雑ではないものの、おおむね１２年を経過したころからプレ
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ス部分に修理回数が多くなる傾向にあることから、１５年以上を経過したものを更新対

象の車両としているところであります。なお、当然ながら更新時期はあくまで目安であ

り、そのときの状況によって延長して使用することも基本としております。 

なお、卖価につきましては、平成２６年度、パッカー車１台を購入しております。そ

の卖価につきましては、５７４万５，６００円でありました。以上です。 

○坂口委員長 ほか、ございませんか。 

伴委員。 

○伴委員 １１３ページの一番下の、このスリム教室って、こう、書いている、これ、２

６年度から始まったんかなと思てますねんけど、この２つ上のメタボリックシンドロー

ム予防教室、この、ちょっと違い、教えていただけますやろうか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 メタボリックシンドローム予防教室につきましては、主に特定健診

受診者の方を中心としてメタボリックシンドロームのお話をさせていただくと。集団指

導として、食事のとり方とか運動方法の紹介、また、生活改善の目標を立てていただく

という教室となっております。 

スリム教室につきましては、栄養や運動についてより具体的に生活習慣の改善を図り、

適正体重、いわゆるＢＭＩになっていただくということを中心とした教室として実施を

しております。 

○坂口委員長 伴委員。 

○伴委員 ということは、この下のスリム教室は実際こう、体を動かしてやるもので、上

のメタボリックのこれは話を聞くと、こんな感じなんでっかな。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 そうでございます。 

○坂口委員長 伴委員。 

○伴委員 このスリム教室というのを、これはこれ、２６年度やられましたけど、これは

続けていかはるような感じで考えておられまんのかな。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 この２つの教室につきましては、内容的には、メタボリックシンド

ロームとスリムは内容的に同じなので、この教室は１つにし、また、運動につきまして

ははつらつ運動教室も行っておりますので、そこに統合して、ここでしている分につき

ましては、ことしにつきましては、生活習慣病で一番こう、減塩が非常に、減塩をテー
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マにした教室に変えて実施をしております。今年度、奈良県のモデル事業ということで、

斑鳩町もそこに入らせていただいておりまして、そこから生活習慣病の改善という違っ

た視点で今年度は実施をしております。 

○坂口委員長 伴委員。 

○伴委員 今、お話聞くと、生活習慣病という枠の中でいろいろなテーマを、こう、年次

ごとに、こう、やっていただくという、これはなかなかええん違いまっしゃろかな。い

ろいろまたテーマが変えてやっていただくことを、私、また見せていただけるような格

好で、またよろしくお願いします。 

続きまして、１２３ページの空き缶の分別回収、また、ちょっとページあれですねん

けど、１２６のこの廃油の引き取り、この、まあ言えば、多分これ、たしか、前、お話

聞くと、売却されていると。そやから、ちょっとこう、売却されて、こう、回収された

ものが売却されているやつの状況、大まかなものでも結構ですので、ちょっと教えてい

ただけますか。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 町では、尐子高齢化などの理由によりまして地域で集団回収ができ

ない１１自治会につきまして、月１回、町で回収をしております。また、住民の方が新

聞、雑誌、段ボールなどを持ち込まれますので、町で回収した古紙類と合わせて売却も

しております。また、先ほどご質問ございました、町内４か所で設置しています空き缶

回収機で回収したアルミ缶あるいはスチール缶についても売却をしております。廃食用

油、あるいは放置された自転車についても、期限が過ぎたものについては売却をしてい

るところであります。 

  平成２６年度の数値で申しあげますと、古紙類の回収で２４．６４トン、売却額は３

０万８，８００円、古紙類の衛生処理場への持ち込みで１２４．１６トン、売却金額で

１４５万６，０９０円、アルミ缶で４．３４トン、４１万２，３００円、スチール缶で

１．２７トン、２万５，４００円、廃食用油で１万１，０００リッター、１１万円、廃

自転車で２６９台、１万７６０円、合計２３２万３，３５０円が雑入の資源物売り払い

代金として収納されているところであります。 

○坂口委員長 伴委員。 

○伴委員 ざっと２００万超える金額、そうやってやっていただいていると。 

これ、ざっとで構いまへんねけど、経費と比べたら、売却価格とか経費っちゅうのは

どんな感じ。もうざっとで結構でっから、こう、どんな感じに今なっているんか、教え
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ておくんなはれ。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 古紙類の回収、月１回につきましては、第２土曜日に行っておりま

すので、収集員の超過勤務手当、その分だけがかかっているということになるんですけ

れども、その、ちょっと金額については、今、持ち合わせておりませんので、また後刻、

調べてお知らせします。 

○坂口委員長 伴委員。 

○伴委員 もうざっとで。結局、まあ言うたら、売却してるのと、大体これぐらいの経費

がかかって、まあ言えば、マイナスになっとるんか、いや、若干でもプラスになってい

るか、その感触っていいますかね、課長の、ちょっとそれをお聞きしたかったんですわ。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 当然売却金額は２３２万以上ありますので、収益のほうがふえてい

るというふうに考えております。 

○坂口委員長 伴委員。 

○伴委員 それ聞きたかったんですわ。 

続きまして、最後に、１２８ページの環境パトロールの実施、これ、前年度３５万ぐ

らいのやつが、ちょっと５６万に金額ふえてまんねけど、その理由。それでまた、この

ごみの回収量が減っているのに金額がふえていると、このあたり、ちょっと教えていた

だけますか。１２８ページの下から３つです。 

○坂口委員長 栗本環境対策課長。 

○栗本環境対策課長 環境パトロールの実施の決算額でございます。平成２５年度が３５

万７，１６９円だったのに対し、平成２６年度では５６万９，４３０円と、約２２万円

増加をしております。これにつきましては、環境パトロール車の維持管理費、燃料費の

ほか、平成２６年度では、これまでに不法投棄が年複数回あった４か所に、ダミーでは

ございますが、防犯カメラを設置させていただいた分が増加をしているものであります。 

具体的な防犯カメラの設置場所でございますが、白石畑に向かう町道１５７号線の最

終処分場から約１００メートル下ったあたりのヘアピンカーブの付近に１か所、富雄川

の安富橋上流付近に１か所、目安のＪＲ線路下に１か所、そして第１浄水場の行きどま

り付近に１か所設置をしております。 

設置後でございますけども、平成２５年度まではこの４か所、多い年で年間４回、尐

ない年でも１回は電化製品の大量投棄あるいは住宅解体のがれきなどの悪質な不法投棄
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があったんですけども、この防犯カメラを設置してから不法投棄は確認されていないと

ころであります。 

○坂口委員長 伴委員。 

○伴委員 えらいおもしろいことをして、おもしろいっちゅうたらあれでっけど、よう考

えてしていただいてまんねな。これ、実際のカメラやと、相当安価な部分でこのダミー

のやつになると思う。これは非常に今後、まあ言うたら防犯とか、そんなのでも場合に

よったら、こう、まぜていけるんかなと、今ちょっと思ったんですけど。ちょっとそう

いうので、結果、効果が出ているいうことで確認させていただきました。以上です。 

○坂口委員長 ほか、よろしいですか。 

小村委員。 

○小村委員 すみません、１１７ページなんですけれども、この訪問指導の実施っていう

のは、具体的にどのような内容なのか、まず教えてください。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 大人の方を対象に、訪問して保健指導を実施しております。内容に

つきましても、特定健診の受診後、指導の必要な方に対しまして訪問し、平成２６年度

は特に糖尿病予防のために慢性腎疾患の方とか、そういったおそれのある方を対象とし

て特に訪問をさせていただきました。 

○坂口委員長 小村委員。 

○小村委員 訪問指導の効果というか、手ごたえっていうのはどのように感じていますか。

相談内容だとか、こちらが行って、定期診断を受けるようになったりだとか、そのよう

な効果は感じておられますか。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 別途、保健事業を開催する教室等の案内もさせていただきまして、

やはり十分、訪問して、そういったことで改善をしなければいけないという方の意識づ

けで、何人かは教室に参加していただいて、続けていただいているという状況でござい

ます。１００％ではございませんけども、そういう方を何人かでも、こう、教室に参加

して、健康への維持・増進を図るという意味では、一定の効果があるのではないかとい

うふうに考えております。 

○坂口委員長 小村委員。 

○小村委員 今、何人かって言われましたけど、実数は把握されていますか。実数がわか

れば、効果があるのであれば、もう尐し訪問者数を広げてもいいのかなっていうふうに
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思うんですけども。 

○坂口委員長 西梶健康対策課長。 

○西梶健康対策課長 ちょっと実数は正確には把握はしておりませんけども、何名かの方

が来ていただいているというふうには聞いております。 

あと、こういった教室来ていただいて、実際に健康のことについて関心を持っていた

だくというのも一つなんですけども、あと、地域のほうに出前講座っていうのがありま

して、そういったところにも出向いたときに健康のお話をさせていただいて、こういっ

たいろいろな教室がありますのでぜひ参加してくださいと。あとは、健診の受診の勧奨

等々をやっておりますので、そういった形で健康の意識を高めていただくような取り組

みはしておりますので、そこから何人来ていただいたというのは、ちょっとまだここに

は、実数は把握していない状況でございます。 

○坂口委員長 小村委員。 

○小村委員 周知の方法としてですね、広報に載せたりとかいろいろなものがある中で、

訪問指導っていうのはより直接的な周知になると思いますので、どれぐらいの効果があ

るかわかれば、職員さんが行くという、いわゆるそれもコストだと思うんですけど、そ

ういうコストと比較してどれぐらいの効果があるのかっていうのをまた考えてみたいの

で、これから、もしあれでしたら、機会がありましたら、実数把握のほうをよろしくお

願いいたします。 

○坂口委員長 ほか、ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○坂口委員長 これをもって、第４款 衛生費についての質疑を終結いたします。 

ここで、１０時４０分まで休憩いたします。 

（午前１０時２０分 休憩） 

（午前１０時４０分 再開） 

○坂口委員長 それでは、再開いたします。 

安藤住民課長。 

○安藤住民課長 すみません、先ほど衛生費の中で木澤委員さんよりご質問いただきまし

た、今年度これまでの出生率について、ご回答申しあげます。２７年８月末までの出生

数は、８０人でございます。なお、２６年度の同時期までの出生数は、７２人でござい

ました。以上でございます。 

○坂口委員長 次に、第６款 商工費について、説明を求めます。 
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乾住民生活部長。 

○乾住民生活部長 それでは、第６款 商工費のうち、住民生活部が所管いたします決算

の概要につきまして、ご説明申しあげます。失礼して、座って説明させていただきます。 

主要な施策の成果報告書の１３６ページでございます。第６款 商工費、第１項 商

工費、第１目 商工総務費でございます。 

商工総務費のうち、社会参加の促進･支援として、シルバー人材センターの支援につ

きましては、高齢者の豊かな知識や経験、技能を生かした就業機会の提供、生きがいと

健康づくりの支援として、斑鳩町シルバー人材センターに対し、活動助成金で８３０万

円を助成しております。 

次に、消費者保護対策の充実として、消費者相談の実施でございます。毎週木曜日の

午後、第４木曜日については午前と午後に、消費生活相談員による消費生活相談窓口を

開設し､住民の方々からの複雑多様化する相談に対応するとともに、消費者被害の防止

や消費者意識の向上などに努めました。また、引き続き生駒郡４町の広域連携による相

談体制の充実に取り組みました。 

  以上で、第６款 商工費のうち住民生活部が所管いたします決算の概要の説明とさせ

ていただきます。何とぞよろしくご審査賜りますよう、お願いをいたします。 

○坂口委員長 説明が終わりましたので、第６款 商工費について、質疑をお受けいたし

ます。 

木澤委員。 

○木澤委員 これ見ますと、契約金額が６，８００万円ぐらいですかね、大きく減ってい

るのと、就業人数なんかも減っているんですけども、これはどういった理由によるもの

なんでしょうか。 

○坂口委員長 池田副町長。 

○池田副町長 まず、契約金額が減っておるというのは、民間の、これ、全体の契約金額

ですので、民間の方の契約が減ってきていると。町のほうはそんな変わってございませ

んので、民間の請負の仕事が減っておると、もう卖純にそれだけです。その理由につい

ては、やはり各会社の、やっぱりいろいろな事情があると思いますので、それについて

は今、町のほうでは把握いたしておりません。当然、契約金額減っている、相手も仕事

減っていますので、当然働く人数が減ってくるということでございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 これ見ますと、就業率１００％ってなっていますけども、これはどういうふ
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うに見たらいいんでしょうかね。会員さん。 

○坂口委員長 中原福祉課長。 

○中原福祉課長 登録されている会員さんが働かれている率でございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 ということは、あれですね、町長答弁されたときに、仕事が偏っているって

いうふうにおっしゃっていましたけども、きちっと登録されている人、皆働いていただ

いているということですよね。 

○坂口委員長 池田副町長。 

○池田副町長 そういう意味ではなくて、民間に２日でも働いたら、それで仕事についた

いうことになってきますので、その仕事の中に、いろいろな仕事ございます。ふすま張

りもあれば、ちょっとした買い物のお手伝いもやっておられますので、そういう関係で

す。それで、大きく偏るという町長ご答弁されましたのは、例えば剪定とかございます

わね、こういう部分については、やっぱり非常に技術が要しますので、やっぱりそうい

う方に偏ると、そういう意味で町長は答弁されておるということです。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 ちょっともう一つ、１点だけね、先日の町長の答弁の中で気になったことが

あるんですけども、町長、シルバーの実情のことをもっと知った上で対応が必要だとい

うふうにおっしゃって、どんな言い方してはったんかな、町に相談がないということで、

シルバーのほうで決めはるねんと、そんな言い方してはったかと思うんですけども、ち

ょっと違うかもしれませんけどね。シルバーさんと懇談をしたときに、以前は、住民生

活部長ですかね、がシルバーの理事に入ってはったんかな、立ち上げ当初のとき。たし

か町からも職員がシルバーの理事として入って、いろいろ実情についてもつかんではっ

たと思うんですけども、今はそういう体制になっていないと。逆にシルバーさんのほう

が、入ってほしいんやっていうふうにおっしゃっていたんです。その点についてはちょ

っと違うかなと、認識としてはね、思うんですけども、そこはいかがなんでしょうか。 

○坂口委員長 小城町長。 

○小城町長 これはもう実態から言いますと、シルバー人材も役員改選がございますから、

その中でいろいろともめたことも事実ですし、そういう中で、我々の関係等が参加する

のはどうかという、やっぱりいろいろいろなことがあると思います。 

やっぱりこれ、一番問題は、今、副町長言うように、やっぱり週２日ほど、そういう

健康管理のために国がそういうものをつくってきた。そのかわり補助金としても、やっ
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ぱり１，０００万、斑鳩町出しているのは１，０００万ぐらいです。町も１，０００万

円したから。そのところはやっぱり順調にきていたわけです。 

それよりも、私はやっぱりこの経過っちゅうのは、シルバー人材をつくられた創始者、

やっぱりこの山﨑吉平さんっていう方が、全てのことを努力しながらやってこられた。

それをあと継いできた中で、私はやっぱり何かどうもシルバー人材の中で意思疎通が図

っていない面も私はあるということを、見ている、現地を見ている中で思うわけです。

そういうことを踏まえて、やっぱりざっくばらんに。今、女性が理事長でございますけ

ども、やっぱり役員の方々もおられるけど、いつの間にかこの役員になっている人もお

られるわけですから、そのことをやっぱり十分理解していかなかったら、町との関係っ

ていうのは。 

私はできれば、何も別に町から誰か１人をですね、シルバー人材へ雇用してもうたら

一番いいわけです。だけど、それ、雇用することもできないわけですから。仮に役場を

辞められた方をシルバー人材でもね、やっぱりそういうことをしていかなかったら、私

はどうも関連性が乏しいと、だからやっぱりそういう折衝ができない。いつの間にか、

今、シルバー行ったら、その関係の方が１人また採用されている。そういう中をね、十

分見ていかなかったら、私はこれ、もたないと思うんです。 

だからやっぱりそういうことも十分配慮しながら、町はやっぱり担当も非常に悩んで

いますし、やっぱりうちかてこのごみの問題にしても、結局、大型のごみをシルバー人

材さんが、その当時理事長が、やっぱりぜひやらせてほしいということがあったもので

すから、そういう契約をさせていただいているわけですから、値段的にもこれでいきま

すということで、それだけの収益があったらシルバー人材もこれで運営できますという

ことですから、やっぱりいろいろなことは折衝はあったと思います。今、そういうこと

が、担当の職員も、なかなか切り替えができないっていうか、そこらのところも十分考

えていかなかったら、やっぱり意思の疎通を図っていかなかったら、私は、シルバー人

材というのは。 

今、ポスティングとか、いろいろな仕事はありますよ。ただ、民間の関係等について

は、万代とか、あるいはそういうところがなくなってきたら、私は大変しんどいなと思

っております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 町長のほうとしても、町とシルバーさんとの意思疎通を図るということにつ

いては望んでおられるというふうに思いますし、言うてはったシルバーのほうで町の職
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員を雇用すると、そんなことはとてもじゃないけど難しいでしょうし、そうでなくて、

きちっとかかわるような体制ですね、どんな体制がつくれるのかっていうのも、それぞ

れお互い歩み寄る中で模索していけるというふうに、今ね、町長の姿勢、答弁聞かせて

いただいて、そういうふうに感じましたので、そこのところはちょっとすれ違いがある

のかちょっとよくわかりませんけども、改善をしていけるのかなというふうに思います。

ただ、卖価のことについては、もう先日ですね、議論させていただいて、町の考え方は

そうなんだということで理解をしておきます。結構です。 

○坂口委員長 ほか、ございませんか。 

小村委員。 

○小村委員 この消費者相談の実施についてなんですけど、これは相談内容はどういった

内容が寄せられておりますでしょうか。 

○坂口委員長 安藤住民課長。 

○安藤住民課長 ただいま消費生活相談の内容についてお尋ねいただきました。主だった

もので申しあげます。例えば、インターネットの有料サイトに誤って入ってしまい、高

額請求を受けたとか、あと、テレビショッピングで通販購入した商品を返品したいが、

返品は不可と表示していたと言われたといった相談、また、例えば、１回限りの購入の

つもりで健康食品を買ったが、１か月後、注文していないのに同じ商品が届いて、連絡

すると、期日までに連絡がなかったので定期購入扱いになっていたといったような、さ

まざまな相談ございますけれども、最近、インターネットの購入でありますとか、通信

販売によるトラブルの相談が割と多く寄せられております。以上です。 

○小村委員 そうしたら、消費者生活センターに言うような内容を、そこまで行けないと

いうか、町で相談を受けたほうが住民さんにとってより良いサービスであるのでしてい

るという理解でよろしいですか。 

○坂口委員長 安藤住民課長。 

○安藤住民課長 ただいま議員さん言われたことも当てはまると思いますけれども、付け

加えて申させていただきますと、県の消費生活センターのほうは、土、日、祝日を除く

毎日実施されております。斑鳩町のほうは木曜日に実施しておりまして、来庁していた

だいて相談していただけるのは木曜日だけになっております。お電話で相談いただきま

したらですね、例えば県の消費生活相談センターのご紹介をさせていただくこともござ

いますし、ぜひ近くに行って相談したいというご要望ございましたら、今、生駒郡でネ

ットワークを組んでおりますので、月、火、水、木は生駒郡の４町で曜日を分けて相談
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しておりますので、例えば火曜日でしたら、安堵町が今やっておりますので安堵町に行

ってくださいといった紹介もさせていただいているところでございます。以上です。 

○坂口委員長 小村委員。 

○小村委員 相談に来た住民さんの相談内容は、ある程度解決をしていっているという認

識でよろしいですか。 

○坂口委員長 安藤住民課長。 

○安藤住民課長 これも相談によってさまざまでございます。例えば、その方がですね、

きちんと契約内容を読んでいないといったことでされますと、どうしてもその契約が成

立してしまっているという場合もございますし、また、８日以内でございましたらクー

リングオフの手続きできる場合もございます。そういった場合には、クーリングオフの

手続きも消費生活相談員のほうから事細かに説明させていただいております。また、内

容証明つきの文書でもって企業さんに文書を送って交渉するといった、そういった手段

なども指導しておりますので、さまざまな対応で、できる限りの対応をさせていただい

ているといったところでございます。以上です。 

○坂口委員長 小村委員。 

○小村委員 今、聞いていますと、やっぱり高齢者の方とかが、インターネットとか、こ

れからも、万代のスーパーが閉まったときとかはやっぱりインターネットで購入とかも

考えられると思うんです。そのときにもまた相談が多く寄せられるので、すごくいい取

り組みだなと思っております。以上です。 

○坂口委員長 ほか、よろしいですか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○坂口委員長 これをもって、第６款 商工費について、質疑を終結いたします。 

続きまして、認定第３号 平成２６年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決

算の認定についての審査に入ります。 

理事者の説明を求めます。 

乾住民生活部長。 

○乾住民生活部長 それでは、認定第３号 平成２６年度 斑鳩町国民健康保険事業特別

会計歳入歳出決算の認定につきまして、ご説明を申しあげます。 

 まず、議案書を朗読いたします。 

 認定第３号 

平成２６年度 斑鳩町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について 
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  標記について、地方自治法第２３３条第３項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の認定を求めます。 

平成２７年９月１日提出 

斑鳩町長 小城 利重 

なお、説明させていただきます資料につきましては、この製本されております平成２

６年度歳入歳出決算書と、それから主要な施策の成果報告書をもちまして説明をさせて

いただきますので、よろしくお願いをいたします。それでは、失礼して座って説明させ

ていただきます。 

  まず、平成２６年度の歳入歳出決算書、製本されているものでございますけれども、

これの２２ページをお開きをいただきたいと思います。２２ページでございますが、実

質収支に関する調書でございます。 

平成２６年度の国民健康保険事業特別会計の歳入歳出決算につきましては、歳入総額

が３２億９２３万２，３３２円、歳出総額が３６億５，７３３万９，７００円となりま

して、歳入歳出差引額は４億４，８１０万７，３６８円の歳入不足となっております。 

このため、平成２７年度会計におきまして、繰上充用の予算補正措置を行い、決算を

終えております。 

それでは、決算の状況につきまして、歳出の部から、それぞれ款ごとの説明を申しあ

げます。 

主要な施策の成果表１９０ページから１９４ページでございます。第１款の総務費で

ございます。 

まず、１９０ページの第１項 総務管理費でございます。国民健康保険事業に携わる

職員の人件費及び給付や資格管理などの事務の執行に係る費用でございます。 

平成２６年度末現在における加入世帯数は４，１８９世帯であり、総世帯数に占める

割合は３７．０％、被保険者数は７，２２７人であり、総人口に占める割合は２５．

６％となっております。 

次に、１９１ページから１９４ページにかけましての第２項 徴税費でございます。

国民健康保険税の賦課徴収に携わる職員の人件費及び賦課計算業務委託などの費用でご

ざいます。 

平成２６年度の国民健康保険税の状況についてでございますが、１９２ページの表を

ごらんいただきたいと思います。現年度課税分では、平成２６年度、一番下の行でござ

いますが、調定額が６億５，７７２万２，７００円に対しまして、収入額は６億２，１
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７１万６，７００円で、収納率は９４．５％でございます、前年度より０．２ポイント

上昇をしております。 

一方、滞納繰越分でございますが、１９３ページでございますが、１９３ページの表

の平成２６年度、一番下の行でございます、調定額が１億７，６０４万６，３４０円に

対しまして、収入額は２，８４０万８，８０５円で、収納率は１６．１％でございます。

前年度より１．０ポイントの増となっております。なお、滞納処分の実施状況につきま

しては、差押で１件、交付要求で４件、滞納額で３１７万４千円を処分いたしておりま

す。これらのうち、換価または配当があったものは１件で、金額では１２万６千円とな

っております。 

また、１９４ページでございますが、１９４ページの不納欠損処分の状況でございま

すが、処分額は１，８５２万３，４６２円となっております。 

次に、同じページの第３項 運営協議会費でございます。平成２６年度につきまして

は、国民健康保険税の改定、国民健康保険特別会計の予算・決算、特定健康診査の実施

状況等について審議いただくため、国民健康保険運営協議会を、５回開催をいたしてお

ります。 

次に、第４項 趣旨普及費でございます。被保険者証の更新にあわせて、制度の解説

やエイズについての正しい知識の啓発のためのリーフレットを配布したものでございま

す。 

次に、１９５ページから１９８ページにかけましての第２款 保険給付費でございま

す。 

まず、１９５ページの第１項 療養諸費、第１目の療養諸費は、本会計の過半を占め

る中核的な科目であり、前年度と比較いたしますと、９１９万９，３４８円、０．５％

の増となっております。被保険者の年齢構造が高齢化しているとともに、医療技術の高

度化や疾病構造の変化等により、保険給付費のゆるやかな増加傾向はこれからも続くも

のと考えられます。 

次に、１９７ページでございます。第２項の高額療養費でございます。前年度と比較

いたしますと、１４４万８，３３６円、０．６％の増となっております。高額療養費は、

７０歳以上の高齢者ではその自己負担限度額の基準が緩やかであることから、対象とな

る件数が多くなる傾向にございます。一方、比較的尐額の医療費であっても高額療養費

の支給が発生することとなり、１件当たりの平均額は、７０歳未満の場合よりも尐なく

なる傾向を持っているものでございます。高額療養費の支給状況は、支給件数は年々増
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加で推移をしておりまして、この傾向は今後も続くものと考えております。 

次に、１９８ページでございます。第３項の移送費でございますが、給付はございま

せんでした。 

次に、第４項の出産育児諸費でございます。出産育児一時金の給付件数は、前年度よ

り１１件減の１９件でございました。 

次に、第５項の葬祭諸費であります。葬祭費の給付件数は、前年度より３件増の４７

件でございました。 

続いて、１９９ページの第３款 後期高齢者支援金等でございます。後期高齢者医療

制度への医療保険者からの支援金として、社会保険診療報酬支払基金に後期高齢者支援

金３億９，００８万２，１２７円を納付いたしております。 

続いて、第４款の前期高齢者納付金等でございます。前期高齢者が多い医療保険者で

は費用負担が大きくなることから、この不均衡を是正するため、医療保険者間で納付金

を負担し合い、前期高齢者が多い医療保険者に再配分することとなっております。本町

も、保険者として、社会保険診療報酬支払基金に前期高齢者納付金２７万６，６５３円

を納付いたしております。 

続きまして、２００ページでございます。第５款 老人保健拠出金でございます。老

人保健制度は、平成２０年４月から後期高齢者医療制度に移行しておりますが、精算に

係ります事務費を社会保険診療報酬支払基金に納付したものでございます。 

続きまして、第６款 介護納付金であります。介護保険の給付費に要する費用に充て

るため、４０歳以上６５歳未満の人数に応じて、社会保険診療報酬支払基金に介護納付

金を納付しております。 

続きまして、２０１ページの第７款 共同事業拠出金でございます。高額な医療費の

発生等による保険者の過重な負担を緩和するため、奈良県国民健康保険団体連合会を事

業主体として、高額医療費共同事業、保険財政共同安定化事業等を実施しており、これ

らに係ります拠出金を支出したものでございます。 

続いて、２０１ページから２０２ページにかけましての第８款 保健事業費でござい

ます。 

まず、２０１ページの第１項 特定健康診査等事業費でございます。メタボリックシ

ンドロームに着目した生活習慣病予防とその予備群の減尐を目的として、被保険者に対

して特定健康診査及び特定保健指導を実施いたしました。平成２６年度においても、個

別健診に加え、集団健診、年３回を実施いたしまして、受診者数は１，６７０人、受診
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率は２９．７％でございました。 

次に、２０２ページでございます。第２項の保健事業費でございます。健康に対する

認識や医療給付についての理解を深めていただくため、医療費通知を送付するとともに、

１１６人に対して人間ドック健診受診費用の助成を行いました。 

続いて、第９款 公債費でございますが、一時借入金の借入れはございませんでした。 

続いて、２０３ページの第１０款 諸支出金でございます。 

まず、第１項 償還金及び還付加算金でございます。所得の修正や重複納付などによ

って過誤納付となった国民健康保険税の還付、また、国庫補助金や療養給付費交付金に

ついて、前年度で超過交付となっていたものを精算還付したものでございます。 

次に、第２項 療養費等指定公費立替金であります。７０歳から７４歳までの高齢受

給者に療養費を支給する場合、法令で２割負担とされている自己負担を１割に軽減する

ため、国が１割相当額を負担することとなっておりしたが、この国負担分を保険者が一

旦立て替えて、奈良県国民健康保険団体連合会に支払いしたものであります。なお、立

替分は、国民健康保険団体連合会を通じまして国に請求し、指定公費負担医療立替交付

として交付される仕組みとなっております。 

続きまして、第１１款 予備費でございますが、平成２６年度の充用はございません

でした。 

続きまして、２０４ページでございます。第１２款の前年度繰上充用金でございます。

平成２６年度会計におきまして４億７，６７４万６，３０９円の歳入不足が生じたこと

から、平成２７年度会計で繰上充用の予算補正を措置したものでございます。 

続きまして、歳入決算の状況についてでございます。１８８ページにお戻りをいただ

きたいと思います。１８８ページの第２表でございます。歳入決算の内訳を記載をいた

しております。なお、この決算額につきましては、千円卖位で表記をいたしております。 

まず１行目の、第１款 国民健康保険税につきましては、決算額が、６億５，０１２

万５，５０５円でございます。前年度と比較いたしまして、２，０３１万８，７１８円、

３．０％の減となっております。 

 次に、２行目の第２款 国庫支出金でございます。決算額が、７億２５９万４，４４

５円でございます。国庫負担金として療養給付費負担金、高額医療費共同事業負担金、

特定健康診査等負担金を、国庫補助金として財政調整交付金を受け入れたものでござい

ます。 

次に、３行目、第３款 療養給付費等交付金は、決算額が、８，３３５万８，０００
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円でございます。退職被保険者等の保険給付費の財源として、社会保険診療報酬支払基

金から交付されるものでございます。 

次に、４行目、第４款 前期高齢者交付金は、決算額が、１０億６，７０８万５，６

４５円でございます。各医療保険者が負担し合った納付金について、社会保険診療報酬

支払基金から、後期高齢者が多い医療保険者に対し前期高齢者交付金として再配分され

たものでございます。 

次に、５行目の第５款 県支出金でございます。決算額が、１億５，８１７万７，８

６７円でございます。県負担金として高額医療費共同事業負担金、特定健康診査等負担

金を、県補助金として財政調整交付金などを受け入れたものでございます。 

次に、６行目、第６款 共同事業交付金は、決算額が、３億２，５３２万３，９０５

円でございます。高額医療費の発生による影響を緩和するために交付される高額医療費

共同事業交付金、また、県内市町村国保間の保険税の平準化、財政の安定を図るために

交付される保険財政共同安定化事業交付金を受け入れたものでございます。 

次に、７行目、第７款 財産収入は、決算額が１３円でございます。国民健康保険財

政調整基金の預金利子で、同額を当基金に積み立てをいたしております。 

次に、８行目、第８款 繰入金は、決算額が、２億１，７５７万８，０６０円でござ

います。国民健康保険事業の運営に必要となる人件費を含む事務経費及び療養給付費に

係る町負担などの法定の繰入金のほか、制度上における介護分の赤字を補てんするため

の財源を一般会計から繰り入れたものでございます。 

次に、９行目の第９款 繰越金でございますが、平成２６年度会計においても実質収

支が赤字となったことから、決算余剰金は発生いたしておりません。 

次に、１０行目の第１０款 諸収入は、決算額が４９８万８，８９２円でございます。

国民健康保険税の納付に伴う延滞金のほか、第三者行為により発生した保険給付に係る

損害賠償金、不正・不当な医療に係る返納金、７０歳以上の負担凍結に伴う療養費等指

定公費返還金が主なものとなっております。 

 平成２６年度の国民健康保険事業の財政状況は、卖年度では黒字となったものの、依

然として厳しい状況が続いております。介護保険分だけでなく、後期高齢者医療支援金

分に係る国民健康保険税についても、当該納付金に充当するには賦課額が足りず、これ

を医療分で立てかえる状況が続いていましたことから、平成２７年度におきまして、後

期高齢者医療支援金分及び介護分の税率改定を実施させていただいたところでございま

す。 
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以上で、議案第３号 平成２６年度斑鳩町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の

認定につきましての説明とさせていただきます。何とぞよろしくご審議を賜りまして、

原案どおり認定いただきますよう、お願い申しあげます。 

○坂口委員長 国民健康保険事業特別会計について説明が終わりましたので、これに対す

る質疑をお受けいたします。 

木澤委員。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 ページ数で言えば１９０ページのところに当たるかなと思うんですけども、

国民健康保険の加入者ですね、若干、総数としては減尐傾向になるかなと思うんですけ

ども、中の構成っていうのがどういうふうになっているのか、教えていただけますか。 

○坂口委員長 山﨑国保医療課長。 

○山﨑国保医療課長 まず、６歳未満につきましては２００名で、６歳以上６４歳の方が

３，６６６名、６５歳以上が３，３６１名となっております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 この間ですね、非正規とか派遣が広がる中で、若い人も会社の保険に入れず

に国保に加入するという傾向があるというふうな認識を持っているんですけども、その

点についてはいかがでしょうか。 

○坂口委員長 山﨑国保医療課長。 

○山﨑国保医療課長 平成２６年度につきましては、いわゆる社保離脱者が１８９名、社

保加入によります減尐分が６７０名となっておるところでございます。若い人のいわゆ

る失業等による国保への加入ということでございますが、以前よりは増加しておりまし

て、主に、現在目立っておるのが、いわゆる会社やめられて、退職された方の加入がふ

えておるというような状況でございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 わかりました、ありがとうございます。 

それとですね、こんな聞き方するのも変かもしれませんけど、数字上で言うと卖年度

では黒字になっているかなと思うんですけども、これは純粋にそういう理解でいいんで

すかね。 

○坂口委員長 山﨑国保医療課長。 

○山﨑国保医療課長 卖年度の収支では、黒字になったということでございます。しかし、

過去、累積を引きずっておりますので、全体としては赤字であるという認識でよろしい
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かと思います。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 わかりました。 

そうしたらですね、２０１ページのところの特定健康診査の実施なんですけども、こ

れにつきましては、町のほうでは大分努力はされているかと思うんですけども、受診率

がなかなか伸びないという点で、町のほうとしては、今後のことも含めましてですね、

どんな取り組みをされていこうと考えているのか、お尋ねしたいと思います。 

○坂口委員長 山﨑国保医療課長。 

○山﨑国保医療課長 受診率のほうは、この制度が始まりましたのは、平成２０年からで

ございます。その当時と比べましたら増加しておるわけなんですが、特に、あえて行か

れない方というのは、既に医療機関にかかっておられる方とか、健康に自身があるとい

うことで自分の判断で行かれない方等々がございます。それらの方にどういったＰＲか

ということなんですが、年４回、広報では周知をいたしております。保健センターの教

室等でも周知はしておるんですが、新たに、保険証を発送するときにそれぞれ個人に周

知のチラシ等を入れてまいりたいというふうに考えております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 それはいつからになりますか。 

○坂口委員長 山﨑国保医療課長。 

○山﨑国保医療課長 既に２７年度はもう発送済みでございますので、２８年度からそう

いったＰＲを行ってまいりたいというふうに考えております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 お医者さんに行かれる方っていうのは、年がいくほどやっぱり回数もふえる

ということですけども、そこも予防はしていただかなければいけませんけども、やっぱ

り現役世代の方にきちっと検診を受けていただいて、特に成人病を未然に防ぐっていう

んですかね、そういうところがもうかなり重要になってきていると。それについては町

の職員の皆さんも十分認識はお持ちだというふうに思うんですけども、やっぱりこれだ

け保険料が高くなってきている中で、もうこれ以上上げられないと。では、どういうふ

うにすればいいかっていうと、やっぱり医療費をどう抑制していくのかという点で、取

り組みは進めていただいていますけども、新たにそうして通知もされるということで、

町のほうにおかれましては、やっぱりいろいろな全国の取り組みも含めてですね、研究

をしていただいて、特にやっぱり現役世代の方ですね、特定健診受けていただくように、
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さらなる努力をお願いしておきたいと思います。 

私も、私事ですけども、初めて特定検診の案内来て、行こうとは思っているんですけ

ども、やっぱりなかなか時間がとれないということで、必ず今年度中には受けたいとい

うふうに思っています。ちょっと余計なこと言いましたけども。 

そうしましたら、全体にかかわることなんですけども、今、国保については、広域化

というか、一元化というか、いうのが進められていっていますけども、今、進めるって

いうか、調整段階だとは思うんですけども、今の状況がどんなふうになっているのかっ

ていうのを、お尋ねしておきたいと思うんです。 

○坂口委員長 山﨑国保医療課長。 

○山﨑国保医療課長 平成３０年度から国保の財政運営責任主体を都道府県に移管するこ

とを柱といたしました国保法改正案が本年５月２７日に可決成立し、同月２９日に公布、

一部施行となっておるところでございます。この成立を受けまして、詳細について検討

するため７月の１４日から協議を再開し、国保制度の基盤強化に関する国と地方の協議

が現在行われているところでございます。都道府県が市町村に課する納付金の算定方法

や財政安定化基金の交付要件、保険者努力支援制度の評価指標、国保運営方針の策定等

の事項について協議が行われておるというふうに聞いておるところでございます。 

一方、奈良県におきましては、広域化等支援方針に基づき、現在、県及び市町村の代表者

が参加するワーキンググループにおいて、標準保険料の算定等を中心に、協議、検討を

行っておるというような状況でございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 私もこの制度、自分なりにちょっと勉強し始めたところなんですけども、正

直言うてとんでもない制度だなというふうに思っています。私自身はこんな移管は賛成

ではないんですけども、今、協議の段階で具体的に何か決まっていることがあれば、お

尋ねしたいと思うんですけども。 

○坂口委員長 山﨑国保医療課長。 

○山﨑国保医療課長 具体的といいますか、いわゆる都道府県と市町村の役割等について

は固まってきておるところでございます。まず、都道府県の役割でございますが、国保

医療費等を推計し、それを賄うために、市町村ごとに医療水準や所得水準などを考慮し

た国民健康保険事業納付金を課すほか、国保運営方針の策定、市町村ごとに本来必要な

標準保険料の提示などの役割を担うというところまでは定まってきております。 

一方、市町村の役割につきましては、被保険者の資格の取得及び喪失に関する事項、
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国民健康保険の保険料の徴収、保健事業の実施、その他の国民健康保険事業を適切に実

施するというところまでは固まってきております。具体的に申しますと、地域住民との

身近な関係のもと、資格管理や保険料の給付の決定、保険料率の決定、保険料の賦課徴

収、保健事業などを引き続き担うというふうなところまでは固まってきております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 平たく言うと、今まで市町村がやってきた保険料の決定権等は市町村が持っ

ているけども、結局、県のほうからいくら納めてくださいという納付額が示されるとい

う方向になっていくのかなと思っていまして、その中で、標準保険料っていう考え方に

ついて、非常に問題のある考え方かなと。今、それぞれの市町村で発生している医療費

に対して、自分のところで必要な分の保険料設定していますけども、今度はそれが一元

化されると、もともと低かったところが、標準化されて上がってしまうと。逆に、高い

ところが低くなるっていうことがあるかもしれませんけども、そうなるとやっぱり不満

がいろいろ出てくるんじゃないかなというふうに思うんです。こうしたことについては、

法律等で決まっていってますけども、奈良では奈良モデルという形で推進されているよ

うですけども、やっぱり実態にかけ離れたことが決められようとしているんでしたら、

町のほうにおかれましては、やっぱり町の実態をですね、きちっと県にも伝えて、適正

な制度として運営できるように努力をいただきたいというふうにお願いをしておきます。 

そうしましたらですね、もう１点、この２６年度から、７０歳になる方の自己負担額

が１割から２割に上がるという、国のもともと補てんされていた、補助金になるのかな、

がなくなっているというふうに思うんですけども、それによって、２６年度では何人の

方が２割に変わっているんでしょうか。 

○坂口委員長 山﨑国保医療課長。 

○山﨑国保医療課長 ７０歳以上の方、平成２６年度では１，７０６名となっております。

２割に該当する方が２３２人。これにつきましては、平成２６年４月２日以降に新たに

７０歳になられる方でございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 それによって、町の国保会計に与える影響っていうのは、どんなふうに考え

てはりますか。 

○坂口委員長 山﨑国保医療課長。 

○山﨑国保医療課長 これの制度変更につきましては、ほとんど補助金の交付であります

とか、負担がございませんので、影響は多尐はあるというふうに考えております。 
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○坂口委員長 ほか、ございますか。 

伴委員。 

○伴委員 今、木澤委員からもちょっと質問があった広域化、一元化っていう、これ、今、

平成３０年という形で入ってきているとなってきたときに、私はやっぱりずっと気にな

っているのが、当町の累積赤字、これがもしこの広域化、一元化に問題になってくるん

であれば、もう期間も短いですし、どういう形で処理をされようと、もし、なるんであ

ればどういう処理をされようとしているのか、ちょっとこれ、副町長、お願いしたいん

ですが。 

○坂口委員長 池田副町長。 

○池田副町長 今現在のところでは、特別会計そのまま引き継ぎますので、先ほども説明

がございましたように、今の会計そのまま引き継いでいきますので、このまま赤字につ

いては繰上充用しながら財政処理をしていくということでございます。ただずっと、町

全体を見た場合に、それならそのまま４億８千万でええんかどうかということで、今回、

改定をさせていただきましたので、また年々この赤字も減ってこようかと思いますけど

も、やっぱり徐々にはこの赤字は解消していかなければいけないと、こういう状況です。 

○坂口委員長 伴委員。 

○伴委員 今、この一元化によって、短期間に累積赤字をなんとかしなければいけないと

いうような形にはならないと、それは安心いたしました。ただやっぱり、累積赤字はあ

るわけですから、それに対して、やはりそれを減らしていく、その辺の形でまた努力し

ていただいて、また議会のほうにもいろいろな形で提案していっていただくという形で

よろしくお願いします。以上です。 

○坂口委員長 ほか、よろしいですか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○坂口委員長 これをもって、国民健康保険事業特別会計に対する質疑を終結いたします。 

続いて、認定第６号 平成２６年度斑鳩町介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定

についての審査に入ります。 

理事者の説明を求めます。 

乾住民生活部長。 

○乾住民生活部長 それでは、認定第６号 平成２６年度斑鳩町介護保険事業特別会計歳

入歳出決算の認定につきまして、ご説明申しあげます。 

 まず、議案書を朗読させていただきます。 
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認定第６号 

平成２６年度 斑鳩町介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

  標記について、地方自治法第２３３条第３項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の認定を求めます。 

平成２７年９月１日提出 

斑鳩町長 小城 利重 

この特別会計の説明につきましても、先ほどの国保の特別会計と同じように、平成２

６年度の歳入歳出決算書と主要な施策の成果報告書に基づきまして説明をさせていただ

きます。失礼して、座って説明させていただきます。 

それでは、まず、平成２６年度の歳入歳出決算書の４０ページをお開きいただきたい

と思います。４０ページの実質収支に関する調書でございます。平成２６年度の介護保

険事業特別会計歳入歳出決算は、歳入総額が２１億１，２６９万８０６円で、歳出総額

が２０億７，１５５万１，１６０円となりまして、歳入歳出差引額は４，１１３万９，

６４６円の歳入超過となっております。 

それでは、決算の状況につきまして、歳出の部からそれぞれ款ごとに説明をさせてい

ただきたいと思います。 

初めに、主要な施策の成果報告書２１７ページから２１９ページでございます。第１

款の総務費でございます。 

まず、２１７ページの第１項 総務管理費でございます。介護保険事務に携わります

職員の人件費のほか、電算ソフト使用料や国民健康保険団体連合会への負担金が主なも

のでございます。 

次に、２１７ページから２１８ページにかけましての第２項 徴収費でございます。

介護保険料の賦課徴収事務に係ります経常的な費用の支出がその主なものでございます。 

平成２６年度の介護保険料は、第５期介護保険事業計画で見込んでおりました給付額

に基づきまして、年間基準額５８，７００円をもって賦課を行っております。 

現年度分の保険料の調定額でございますが、特別徴収が４億３，７４９万１，６３０

円、普通徴収が４，１０２万１，６６０円でございました。また、滞納繰越分保険料の

調定額は、２１８ページになりますけれども、普通徴収で８１３万６，７６０円でござ

いまして、現年度分と滞納繰越分を合わせました調定額の総合計は、４億８，６６５万

５０円でございました。 

  収納状況でございますが、２１７ページに戻っていただきまして、現年度分が４億７，



 - 44 - 

５６２万７，７００円、２１８ページになりますけれども、滞納繰越分が１１１万９，

４５０円、総合計につきましては４億７，６７４万７，１５０円となっております。２

１７ページでございますが、還付未済を除きました現年度分の収納率は、前年度より１

ポイント上がっておりまして、９９．４％でございました。 

次に、２１８ページでございます。第３項の介護認定審査会費でございます。介護認

定審査会を設置しております王寺周辺広域休日応急診療施設組合に対する負担金や認定

調査、主治医意見書の作成などに要する費用でございます。 

次に、２１９ページの第４項 趣旨普及費では、介護保険制度の啓発パンフレットを

作成したものでございます。 

次に、第５項の介護保険運営協議会費では、平成２６年度におきましては、第６期の

介護保険事業計画、高齢者福祉計画の策定について審議するため、５回協議会を開催を

いたしております。その介護保険運営協議会の委員の報酬でございます。 

次に、第６項の地域包括支援センター運営協議会費は、執行はございませんでした。  

地域包括支援センター運営協議会の委員は、全て介護保険運営協議会の委員を兼ねてお

りまして、平成２６年度の会議は介護保険運営協議会と同日に開催をいたしましたため、

委員の報酬に係る執行はございませんでした。 

次に、２２０ページから２２２ページにかけましての第２款 介護給付費でございま

す。介護給付費は、要介護または要支援の認定を受けた被保険者が、介護サービスや保

健予防サービスを受けたときに、その費用の９割に当たる保険給付を支出するものであ

り、本特別会計の歳出予算の大半を占めるものでございます。平成２６年度の介護給付

費総額の事業計画上の執行割合は、約９３．４％でございました。 

第１項の介護サービス等諸費でございます。要介護認定を受けた被保険者の居宅サー

ビス、施設サービス、地域密着型サービス、ケアプラン作成、福祉用具購入、住宅改修

等に係る給付でございます。このうち最も給付額が大きいのは、居宅サービスに係る経

費であり、次いで、施設サービスとなっています。 

次に、第２項 介護予防サービス等諸費であります。要支援認定を受けた被保険者の

居宅サービス、地域密着型サービス、ケアプラン作成、福祉用具購入、住宅改修等に係

る給付でございます。 

次に、２２１ページの第３項 その他諸費でございます。介護報酬の請求に係る審査

事務費等の手数料でございます。 

次に、第４項 高額サービス等費であります。自己負担額が一定額を超えた場合等に
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その超過額を給付する高額介護サービス費及び高額介護予防サービス費を支出したもの

でございます。 

次に、第５項 高額医療合算サービス等費であります。介護保険の限度額と国民健康

保険や後期高齢者医療などの医療保険の限度額をそれぞれ適用した後、年間の自己負担

額を合算して、その額が所得に応じた負担限度額を超えた場合、その超過額のうち、介

護保険に係る負担割合分を給付するものでございます。 

次に、２２２ページの第６項 特定入所者介護サービス等費であります。低所得の要

介護認定者等が施設サービスや短期入所サービスを利用したとき、食費や居住費に係る

自己負担額が一定額を超えた場合に、その超過額を保険から給付するものでございます。 

次に、第３款 基金積立金でございます。平成２５年度の決算における給付関係の実

質的な黒字収支分及び当該基金の運用益等を積み立てたものでございます。平成２６年

度末現在高は、７，６００万６，８９０円でございます。 

続きまして、２２３ページから２２７ページの第４款 地域支援事業費でございます。

まず、２２３ページから２２４ページの第１項 介護予防事業費でございます。 介護

予防事業に要する費用を支出いたしております。２２３ページの一次予防事業では、原

則として二次予防事業対象外の高齢者を対象として、主として転倒防止や運動器の機能

低下予防に関する教室の開催等を行いました。また、２２４ページの二次予防事業では、

将来要介護状態となるリスクの高い虚弱高齢者に対し、転倒予防や生活機能の向上を図

るため、運動指導や栄養の相談、口腔機能に関する教室等を行いました。なお、同じペ

ージの健康づくり高齢者の把握では、二次予防事業対象者の把握のための生活機能に関

するチェックリストについて、要介護認定等をお持ちでない６５歳以上の方を対象とし

て実施をいたしました。地域包括支援センターにおいて、チェックリストをもとに事業

参加の可能性や意向を確認し、それぞれに応じたサービスの提供に努めたところでござ

います。 

次に、２２５ページから２２７ページにかけましての第２項 包括的支援事業・任意

事業費であります。２２５ページの包括的支援事業費は、社会福祉協議会に委託してお

ります地域包括支援センターの運営に要する費用を支出いたしております。また、２２

６ページから２２７ページにかけましての任意事業費では、家族介護教室の実施や家族

介護用品の支給、配食サービスや緊急通報装置の設置など、介護保険事業として福祉サ

ービスを実施をいたしました。 

続いて、２２８ページでございます。第５款の諸支出金であります。第１号被保険者
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の保険料の還付金及び国・県の支出金、支払基金交付金の超過交付の返還金でございま

す。 

続いて、第６款 予備費であります。平成２６年度の充用はございませんでした。 

続きまして、歳入決算の状況について、ご説明申しあげます。２１５ページにお戻り

をいただきたいと思います。２１５ページの第２表でございます。歳入決算の内訳を記

載をいたしております。なお、この決算額は、千円卖位で表記をいたしております。 

まず、１行目、第１款 保険料は、決算額が４億７，６７４万７，１５０円でござい

ます。 介護保険料の状況につきましては、歳出で申しあげましたので、説明は省略を

させていただきます。 

次に、２行目の第２款 使用料及び手数料は、決算額が５，４００円でございます。

保険料に係る督促手数料でございます。 

  次に、３行目、第３款 国庫支出金は、決算額が４億２，４４２万６，９６７円でご

ざいました。国庫負担金として介護給付費負担金、国庫補助金として調整交付金及び地

域支援事業交付金、介護保険事業費補助金を受け入れたものでございます。 

次に、４行目、第４款 支払基金交付金は、決算額が５億７，０３０万４，８７０円

でございます。支払基金交付金として、介護給付費交付金と地域支援事業交付金を受け

入れたものでございます。 

次に、５行目、第５款 県支出金は、決算額が２億９，７４３万１，９５０円でござ

います。県負担金として介護給付費負担金、県補助金として地域支援事業交付金を受け

入れたものでございます。 

次に、６行目、財政安定化基金事業交付金でございますが、これは平成２４年度に限

り奈良県介護保険料抑制市町村特例交付金を受け入れるための費目であって、平成２６

年度は費目設定をいたしておりません。 

次に、７行目、第６款 財産収入は、決算額が１４万４，１１８円でございます。介

護保険給付費準備基金の利子でございます。 

次に、８行目、第７款 寄附金でございますが、平成２６年度の寄附金の受け入れは

ございませんでした。 

次に、９行目、第８款 繰入金は、決算額が３億１，４４４万１，６２５円でござい

ます。一般会計からの繰入金は、介護給付費繰入金、地域支援事業費繰入金、職員給与

費繰入金及び事務費繰入金でございます。また、基金繰入金は、介護保険給付費準備基

金から受け入れたものでございます。 



 - 47 - 

次に、１０行目、第９款 繰越金は、決算額が２，９１４万１，０９０円でございま

す。本特別会計の平成２５年度の決算において、歳入決算額が歳出決算額を上まわった

ことから、その差引額を平成２６年度に繰り越したものでございます。 

最後に、１１行目の第１０款 諸収入は、決算額が４万７，６３６円でございます。

諸収入の主なものは、第１号被保険者の延滞金を受け入れたものでございます。 

  平成２６年度の介護保険の給付量は、事業計画の範囲内で収まりましたものの、今後

はさらに高齢者が増加し、特に７５歳以上の後期高齢者数も増加することから、要介護

認定者数も増加することが予想され、本年３月に策定いたしました第６期介護保険事業

計画・高齢者福祉計画に基づき、高齢者の方が介護が必要となっても生活がしやすいよ

う、各種施策を推進してまいりたいと考えております。 

以上で、議案第６号 平成２６年度斑鳩町介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定

につきましての説明とさせていただきます。何とぞよろしくご審査を賜りまして、原案

どおり認定いただきますよう、お願いを申しあげます。 

○坂口委員長 介護保険事業特別会計について、説明が終わりましたので、これに対する

質疑をお受けいたします。 

木澤委員。 

○木澤委員 成果報告書の２２１ページですけども、審査支払手数料の目のところですけ

ども、これ、件数はふえているんですけども、給付額が減っているのはなぜかなという

ことで、お尋ねしたいと思います。 

○坂口委員長 中原福祉課長。 

○中原福祉課長 失礼いたします。この審査支払手数料ですけれども、こちらは事業者の

ほうが介護報酬の請求に係る審査事務につきまして、国保連合会に依頼し、その審査に

係る事務手数料を町から国保連合会のほうに支出する科目でございます。 

この２５年度から２６年度にかけまして件数が上がっているのに給付額が下がってい

るっていうところのご質問でございますけれども、これにつきましては、国保連合会の

ほうで、平成２５年度のこの審査支払い手数料の決算剰余金が多く出たことに伴いまし

て、２６年度において一部返還が決定されまして、平成２７年度１月及び２月の支払い

手数料と相殺することとなったため減額となっているのが主な原因であります。また、

審査１件当たりの手数料が９５円から８５円に１０円減額されたことも原因となってお

ります。 

金額的なところですけれども、この返還された金額が４１万３９７円、卖価が１０円
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安くなったことに伴いまして、３２，９２２件の件数がございますので、３２万９，２

２０円、合わせて７３万９，６１７円となりまして、この金額をこの１８３万円に加算

いたしますと約２５９万円になりまして、件数相当の金額になってくるのかなというふ

うに思います。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 わかりました。 

その下の高額サービス諸費のところですけども、これ、高額サービス給付の件数が２

５年度に比べてかなりふえているんですね。これがなぜなのかなと。金額のほうではそ

んなに変わっていないんですけども、これについては、いかがでしょうか。 

○坂口委員長 中原福祉課長。 

○中原福祉課長 失礼いたします。すみません、この原因につきましては、現在ちょっと

把握しておりませんので、すぐにお調べいたしまして、後ほどご回答させていただきた

いと思います。すみません。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そうしたら、よろしくお願いいたします。 

これも介護保険全体にかかわることなんですけども、法改正によって要支援が介護保

険から外されて地域支援事業にかわってくるという中で、２９年度のスタートに向けて、

７か町村でいろいろ調整しもって準備をされているのかなと思いますけども、今の段階

での状況について、お尋ねしておきたいと思います。 

○坂口委員長 中原福祉課長。 

○中原福祉課長 総合事業に関しての広域での現在の取り組み状況でということでござい

ますけれども、こちらのほう、総合事業に関するその事業内容でありますとか、基準、

卖価等ですね、現在、広域７町、生駒郡と王寺、河合、上牧の７町で会議を重ねており

まして、現在、その原案づくりを行っているところでございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 民間の事業所なんかで受け手がないんじゃないかとか、いろいろな不安が報

道等でもされていましたけども、今の段階でどうなるかわかりませんけど、スタートで

きるというようなめどについてはいかがなんでしょうか。 

○坂口委員長 中原福祉課長。 

○中原福祉課長 現在、その７町で行っている事務といいますか、やっていることの中で、

資源調査といいまして、どういった事業所があるのかとか、そういった７町のことも、
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今、調べているところでございます。そういった中からですね、今後、需要に対してど

ういった供給ができるのかとか、その辺も考えながらですね、足らない場合はまたそれ

の策としてどうしていくのか、その辺も検討していきたいと考えております。 

○坂口委員長 ほか。 

平川委員。 

○平川委員 ちょっとわからないので教えていただきたいんですけれども、２２４ページ

の「食」の自立支援とかですね、訪問指導の充実ですとか、あと、２２７ページの家族

介護慰労金の支給とか、成年後見制度の利用支援、住宅改修サービスの提供というとこ

ろで、利用者なしって言われるのがあるんですけれども、これは、例えば似たようなほ

かの事業があって、この事業を使わなくてまた別のことをされているとか、広報、周知

が不足しているのかですとか、対象となる人が限定されるので利用される方が尐ないの

か、その辺、何かこう、わかりましたら教えていただきたいんですが。 

○坂口委員長 中原福祉課長。 

○中原福祉課長 ただいま委員のほうからご質問いただいた件でございますけれども、ま

ず、この「食」の自立支援でありますとか、訪問指導の充実のところ、利用者数がない

わけでございますが、これが、大きくは二次予防事業というところに属しております。

この二次予防事業というのは、一般に、募集をして来ていただく事業ではありませんで、

何らかの支援、要支援にはならないんですが何らかの支援が必要だと判定された方に対

してですね、こういった、例えば上の運動器の機能向上でありますとか、栄養の改善、

口腔機能の向上等、いろいろな、さまざまな二次予防事業があるわけですけれども、そ

ういった事業のご案内をさせていただくことになります。その中で、この「食」の自立

支援につきましては、正直なところ、別の配食サービスっていうのが別の事業でござい

ますので、そういったところで利用されていることもありますし、このサービスを受け

る希望者が、こちらから投げかけた中で希望者がなかったいうことで、結果、このよう

になっているところでございます。 

２２７ページのところでございますけども、まず、家族介護慰労金の分ですが、これ

は、要介護４、５の在宅で介護を必要とする方、介護されている方が、１年間ですね、

何の介護保険のサービスを利用していない場合に慰労金っていうのを支給しているサー

ビスでございまして、基本ですね、要介護４、５、かなり重度の方ですので、そういっ

た方につきましては、何らかの介護保険をもう使われておりますので、支給実績として

ないということでございます。 
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成年後見制度の利用支援事業の実施ですけれども、この場合、予算で組んでおるのが

ですね、身寄りのない方といいますか、経済的な面もですけれども、成年後見をする手

段のない方がどうしても出てこられた場合ですね、町のほうで若干の予算を組んでおり

まして、そこで、町のほうからこの申請をしていこうというもので、そういった対象の

方がいらっしゃらなかったというところでございます。 

住宅改修サービスの提供っていうのはですね、介護保険で住宅改修サービスを行う場

合、担当のケアマネージャーの理由書というのを添付していただきまして役場窓口に住

宅改修の申請をしていただかないといけないんですが、基本、在宅で介護が必要な方は、

ケアマネージャーがつかれていますので、その方がこの理由書を書かれて、そのケアマ

ネージャーは介護報酬の中でケアプラン代っていうのをもらっていますので、その中に

包括されているんですけども、どうしてもケアマネージャーがいらっしゃらない方が出

て、理由書だけを、自分の契約を、契約をしてない、全くこの住宅改修のためだけにで

すね、理由書を書いていただいた場合、事業者からこの役場のほうに請求をしていただ

きまして、この費目でその費用をお支払いするんですけれども、ケアマネージャーがつ

かれていない方が住宅改修をされたことがなかったということでございます。 

○坂口委員長 平川委員。 

○平川委員 ありがとうございます。成年後見制度の利用支援っていうのは、成年後見制

度を利用するための手続きをする費用がないという場合の予算であって、この成年後見

制度を利用されている方っていうのはいらっしゃるということですか。 

○坂口委員長 中原福祉課長。 

○中原福祉課長 成年後見制度につきましては、基本、ご家族の方が申請等されておりま

すので、斑鳩町の方がどれぐらいその制度を利用されているかのところまではちょっと

把握はわからないんですが、この予算につきましては、町が申請した分のときの予算と

いうことになります。 

○坂口委員長 ほか、ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○坂口委員長 これをもって、介護保険事業特別会計に対する質疑を終結いたします。 

続いて、認定第７号 平成２６年度斑鳩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認

定についての審査に入ります。 

理事者の説明を求めます。 

乾住民生活部長。 
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○乾住民生活部長 それでは、認定第７号 平成２６年度 斑鳩町後期高齢者医療特別会

計歳入歳出決算の認定につきまして、ご説明を申しあげます。 

まず、議案書を朗読いたします。 

認定第７号 

平成２６年度 斑鳩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

  標記について、地方自治法第２３３条第３項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の認定を求めます。 

平成２７年９月１日提出 

斑鳩町長 小城 利重 

それでは、失礼して座って説明させていただきます。 

それではまず、平成２６年度の歳入歳出決算書の４６ページをお願いしたいと思いま

す。実質収支に関する調書でございます。 

平成２６年度の後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算につきましては、歳入総額が３

億４，８０１万１０８円、歳出総額が３億４，６３９万４，７０８円となりまして、歳

入歳出差引き１６１万５，４００円の歳入超過となっております。なお、出納整理期間

中に収納のありました保険料等につきましては、平成２７年度会計に繰り越したうえ、

奈良県後期高齢者医療広域連合に納付することとなっております。 

それでは、決算の状況につきまして、歳出の部からおのおのの款ごとに説明を申しあ

げます。 

初めに、主要な施策の成果報告書２３２ページから２３３ページでございます。第１

款の総務費でございます。 

２３２ページの第１項 総務管理費でございます。後期高齢者医療の資格管理事務の

執行に要する費用などでございます。平成２６年度末現在における被保険者数は、３，

５８２人でございました。 

次に、２３２ページから２３３ページにかけましての第２項 徴収費でございます。

被保険者に対しまして、奈良県後期高齢者医療広域連合長名で保険料額決定通知書を、

また、斑鳩町長名で保険料納付通知書を交付するとともに、保険料の収納管理を行って

おります。平成２６年度の保険料の状況でございますが、現年度分では、調停額が２億

８，１２１万５，９００円、収入額は２億８，２２９万５，１００円で、収納率は９９．

６％となっております。また、滞納繰越分は、調定額が２２７万５，９００円、収入額

が７９万５，４００円で、収納率は３４．９％でございました。 
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続いて、２３３ページの第２款 後期高齢者医療広域連合納付金でございます。広域

連合事務費負担金、町が徴収いたしました保険料及び保険基盤安定負担金を奈良県後期

高齢者医療広域連合に納付をいたしております。 

続いて、２３４ページの第３款の諸支出金であります。軽減認定や死亡などによって

過納付となった保険料の還付となっております。 

続きまして、第４款の予備費でございます。平成２６年度は、充用がございませんで

した。 

続きまして、歳入決算の状況についてでございます。２３０ページにお戻りをいただ

きたいと思います。第２表として、歳入決算の内訳を記載しております。なお、この決

算額は、千円卖位で表記をいたしております。 

まず、１行目、第１款 後期高齢者医療保険料は、決算額が２億８，３０９万５００

円でございます。前年度と比較して、１，６４４万１千円、６．２％の増となっており

ます。 

次に、２行目、第２款 使用料及び手数料は、決算額が１万４，２００円でございま

す。督促手数料でございます。 

次に、３行目、第３款 寄附金でありますが、平成２６年度は、寄附がございません

でした。 

次に、４行目、第４款 繰入金は、決算額が６，３４１万５，５０８円でございます。

後期高齢者医療制度の運営に必要となる町及び広域連合の事務経費を一般会計から繰り

入れるとともに、保険料の所得に応じた均等割軽減分及び被用者保険の被扶養者であっ

た被保険者の軽減分を補うために必要となる県及び町負担金分を一般会計から繰り入れ

たものでございます。 

次に、５行目、第５款 繰越金は、決算額が８７万６，６００円でございます。 平

成２５年度会計における出納整理期間中に収納のあった後期高齢者医療保険料等の繰り

越しでございます。 

次に、６行目、第６款 諸収入は、決算額が６１万３，３００円でございます。後期

高齢者医療保険料の納付に伴う延滞金のほか、保険料の償還に伴う広域連合からの還付

金が主なものでございます。 

  今後も高齢者が安心して医療が受けられるよう、広域連合と連携をとりながら制度の

運営に努めてまいります。  

以上で、議案第７号 平成２６年度斑鳩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認



 - 53 - 

定についての説明とさせていただきます。何とぞよろしくご審査を賜りまして、原案ど

おり認定いただきますよう、お願いを申しあげます。 

○坂口委員長 後期高齢者医療特別会計について、説明が終わりましたので、これに対す

る質疑をお受けいたします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○坂口委員長 質疑ないようですので、後期高齢者医療特別会計に対する質疑を終結いた

します。 

中原福祉課長。 

○中原福祉課長 失礼いたします。先ほど介護保険サービス事業会計のところで、木澤委

員よりご質問がありました施策の成果の２２１ページの高額サービス等費のところでご

ざいます。まことにどうもすみません、現在、今、お調べしましたところ、２５年度の

数字に誤りがございまして、すみません、訂正のほう、お願いしたいと思います。高額

介護サービス給付、２，０８２っていうところが３，４３３、３５っていうところが５

８､合計２，１１７というところが３，４９１でございます。延べ人数で計算しておっ

たことが誤りでございます。すみません。 

○坂口委員長 これをもって、住民生活部所管に係る決算審査を終わります。 

１３時まで休憩いたします。 

（午後１２時０４分 休憩） 

（午後１３時００分 再開） 

○坂口委員長 再開いたします。 

それでは、都市建設部・上下水道部所管に係る決算審査に入ります。 

まず初めに、第２款 総務費について、説明を求めます。 

藤川都市建設部長。 

○藤川都市建設部長 それでは、第２款総務費のうち、都市建設部が所管いたします事業

について、説明をさせていただきます。失礼して、座らせていただきます。 

  施策の成果報告書の６６ページをお願いいたします。交通安全対策費でございます。  

交通安全週間や各種イベントにおける啓発・普及活動を始め、幼児・児童に対して交通

安全教室を開催いたしました。また、交通安全協会西和支部協会斑鳩分会に対し支援を

いたしました。また、道路反射鏡及び路面表示や標識、防護柵などの交通安全施設の整

備及び補修を行い、交通事故の未然防止に努めてきたところでございます。 

  次に、７８ページをお願いいたします。第１目 指定統計調査費でございます。５年
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ごとに実施をされます農林業に関する統計調査といたしまして、世界農林業センサスを

実施したところでございます。 

  以上が、第２款総務費のうち都市建設部が所管いたします決算の概要でございます。

よろしくご審査賜りますよう、お願い申しあげます。 

○坂口委員長 説明が終わりましたので、第２款 総務費について、質疑をお受けいたし

ます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○坂口委員長 これをもって、第２款 総務費についての質疑を終結いたします。 

次に、第５款 農林水産業費について、説明を求めます。 

藤川都市建設部長。 

○藤川都市建設部長 それでは、第５款 農林水産業費について、説明させていただきま

す。座らせていただきます。 

主要な施策の成果報告書の１３０ページをお願いいたします。第１目 農業委員会費

であります。毎月、農業委員会を開催し、農地法や農業経営基盤強化促進法などの法律

に定められた規定に基づき、農地転用や農地の権利移動などの案件を審議し、処理を行

ってまいりました。そのほか、遊休農地の解消対策として、昨年に引き続き遊休農地の

状況を一筆毎に把握するという遊休農地の状況調査及び利用意向調査を実施し、貸付希

望農地等の農地につきましては担い手への情報提供を行いながら、遊休農地の解消に努

めました。 

 次に、第２目 農業総務費は、主に職員の人件費であります。 

次に、１３１ページをお願いいたします。第３目 農業振興費であります。斑鳩町の

農業を活性化させるため、農業経営の改善を目指し、農家・農協・行政の連携による相

互扶助体制など効率的・安定的な農業経営の確立に努め、斑鳩町内で農業振興、農業の

活性化のために活動されている農業関係団体に対して支援を行いました。また、農業を

初めとする町内産業の従事者と住民との交流の場を提供し、町内産業への理解と認識を

深めていただくことを目的に、斑鳩町産業まつり２０１４が開催されました。 

 次に、１３２ページをお願いいたします。第４目 土地改良事業費であります。農道

整備工事を高安地区で実施いたしました。また、水利組合等の団体が実施する水路・た

め池等の農業用施設の新設・改良・維持修繕に関する整備に対し支援を行いました。ま

た、震災対策農業水利施設の整備として、受益面積が０．５ヘクタールから２ヘクター

ルのため池４箇所の基礎調査を実施するとともに、いかるが溜池について、決壊した場
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合の避難計画を示したハザードマップを作成いたしました。また、いかるが溜池の環境

整備については、国への事業採択のための整備事業の計画書を作成いたしました。 

１３３ページ、第５目 生産調整推進対策費であります。国の補助事業であります経

営所得安定対策事業への加入を促進しながら、農家の方々へ生産調整の達成に向けた協

力依頼を行い、町卖独の転作助成金の交付を行いました。 

  次に、１３４ページをお願いいたします。第６目 有害鳥獣駆除対策事業費でありま

す。農作物への被害をもたらす有害鳥獣を駆除するために、地元猟友会に委託し、カラ

スやドバトなどの駆除に努めました。また、近年農作物被害が拡大しているイノシシ対

策について、わな・捕獲おりによる捕獲に努め、あわせて、平成２５年度からは新たに

耕作者が自ら行う被害防止対策事業を支援することとし、農作物の被害を受ける農地を

対象に電気柵の設置費用の一部を補助いたしました。なお、現在、この設置されたイノ

シシ対策のための電気策については、その安全性について確認しているところでござい

ます。 

  次に、第７目 地域農政推進対策事業費であります。農業従事者の高齢化が急速に進

展する中、持続可能な力強い農業を実現することを目的に、青年の新規就農者を増加さ

せるため、国の事業であります新規就農総合支援事業を活用し、当町においても１名の

新規就農者に対し給付金を支出いたしました。また、平成２６年２月１４日の大雪によ

り被害を受けた農業施設の復旧に対して、国や県の補助金を活用して支援を行ないまし

た。 

 次に、第８目、遊休農地解消総合対策事業費であります。農地の保全を図る上で遊休

農地解消は緊急の課題となっていることから、農業委員会において遊休農地解消に向け

た取り組みを実施いたしました。また、そば・菜の花・ジャガイモ・黒米栽培を実証試

験展示圃で行いながら、農や食への理解を深めていただくため、ジャガイモ栽培サポー

ターの募集、幼稚園児、保育園児によるジャガイモ掘り取り体験を実施いたしました。 

次に、１３５ページをお願いします。第９目 環境保全活動等支援事業費になります。  

農業者の高齢化等により、農地や農業用水路・農道などの地域資源の保全管理が困難と

なってきています。こうしたことから、新たな活動組織を立ち上げ、地域が一丸となっ

て施設の保全を行っていくという活動を稲葉車瀬地区の活動組織において実施いたしま

した。また、環境に優しい農業に取り組む環境保全型農業として、化学肥料を慣行から

５割以上低減し、化学合成農薬については慣行より３割以上低減する取り組みを稲葉車

瀬地区の梨部会で実施されました。 
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次に、第２項 林業費であります。 

１３５ページ、第１目 林業振興費であります。 林業振興については、各種林業関

係協会等への負担金を支出しました。 

 次、に第２目、地域で育む里山づくり事業費であります。荒廃した里山林の整備を、

森林所有者の協力を得てボランティア団体により実施していただき、里山の機能回復を

図ってまいりました。また、整備後の里山において、植物の観察会やシイタケの菌打ち

などのイベントを実施され、里山の利活用に努められていたところでございます。 

以上が、第５款、農林水産業費の決算概要でございます。よろしくご審査賜りますよ

う、お願い申しあげます。 

○坂口委員長 説明が終わりましたので、第５款 農林水産業費について、質疑をお受け

いたします。 

木澤委員。 

○木澤委員 １３０ページの貸し農園の推進のところなんですけども、実績見せていただ

くと、阿波と稲葉と、それぞれ区画数に対して、阿波のほうが１００％で、稲葉のほう

が９７％いうことで、人気があって、それぞれ利用されていると。耕作放棄地として置

いておくよりもやっぱり利用していただいたほうが環境等にもいいということで、大変

よい取り組みだなというふうに思っております。以前、平川委員ですかね、質問もされ

ていたかなと思いますけども、もっとほかにも、今、耕作されていない土地を持ってい

て、自分ではやりたいけどもできないと。逆に、ちょっとしたそうした畑なんかをやり

たいというふうに思っていても、自分では持っていないということで、ただ、そんな大

きなところは借りられないということで、まだまだ町内にそうしたところが点在してい

るかなというふうに思うんです。一定、これは地域決めて、今、取り組んでいただいて

いますけども、そういった方々をもうちょっと、何ていうんですかね、調整をしていた

だいて、何とか取り組みを広げることができないかなというふうに思うんですけども、

その点についてはいかがでしょうか。 

○坂口委員長 井上観光産業課長。 

○井上観光産業課長 今現在ある貸し農園について、もう尐し拡大をして取り組みを広げ

ていったらどうかというご質問だと思うんですけども、現在町が管理する貸し農園につ

いては、今おっしゃっていますように、稲葉車瀬地区と阿波地区で開園をいたしており

まして、毎年、あきがあった場合に広報によって募集を行っているところでございます。

その募集の最近の状況なんですけれども、あきがあるのに対して応募が集まらないとい
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う状況が近年続いているというような状況でございます。 

また、産業まつりにおいて遊休農地の解消に関するアンケートという調査を実施いた

しまして、貸し農園についても聞いておりまして、その結果を見ても、農園を借りたい

という希望する方が１割にも満たないというような状況でございます。 

これは、各地域で農地所有者が高齢化等により農地を管理することが困難になった方

が、個人的にですね、近隣の方に対して、もう農地を貸し農園として耕作してもらって

いるという実態があるのではないかというふうに考えております。 

こうしたことから、町においては、これ以上新たに貸し農園を開設していくについて、

多くの応募者が望めないというところもあり、今のところ現在の運営形態を維持してい

きたいと考えております。 

なお、町の補助団体であります斑鳩町農業振興会においても遊休農地解消をいろいろ

と検討されている中で、遊休農地を活用した貸し農園の開設ということも考えられてい

ると聞いておりますので、町といたしましても、希望者等の実態を踏まえながら、今後

は農業振興会に対しても情報提供を行っていきたいというふうに考えております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 実際アンケートをとっていただくと、答えとしてはそんなに希望者がなかっ

たっていうことなんですけども、また、個々で貸し借りはしてはるやろうということで

すけども、何ていうんですかね、合法的にっていう点で言うと、個人での貸し借りが公

に認められるかというと、それはむずかしいという点があるかと思うんです。 

私も実際に、実は今まで近所で畑貸してくれるところがあってやっていたけども、返

してほしいって言われて返して、近所でやるところがないということで、町としてこの

貸し農園制度がありますよっていうことでご案内はさせてもらったんですけども、やっ

ぱりちょっと遠いって言うんですよね、そこまで行ってやるのは。できたら近くでない

ですかっていうことで、探しはしたんですけども、結局見つからなくて、また見つかり

次第ご連絡はさせてもらいますというふうにはお伝えはさせてもらったけども、そうし

たところがちょこちょこほかにも、委員の方から質問もあったように、あるのじゃない

かなと。 

今、農業振興会のほうですかね、そうしたことを視野に入れて取り組みをされている

ということでしたら、今、これ、貸し農園のほうは、町が調整して行っていただいてい

るかと思うんですけども、そちらのほうがどういう取り組みをされるのかっていうこと

につきましても、こうした委員会で意見が出たということもあわせて伝えていただいて、
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広くそうした取り組みが広がっていけるように、町のほうとしても支援のほう、よろし

くお願いいたします。 

  そうしましたら、続きまして、１３４ページですけども、地域農政の推進ということ

で、新規就農の支援を、国などの補助金を活用してこの間、何年か行ってきてはると思

うんです。部長、報告の中で、現在は１名の方に補助金出しているというふうにおっし

ゃいましたけども、この間、これ、取り組んできていまして、何人の方がこの制度活用

されて、実際に定着されているのが累計として何人いてはるのかっていう点について、

お尋ねいたします。 

○坂口委員長 井上観光産業課長。 

○井上観光産業課長 新規就農として、この支援事業においてですね、補助、交付金を出

させていただいたのが、平成２４年度、２５年度で１名の方、この２年間なんですけど

も、出させていただいております。平成２６年度からは新たに１名の方に交付金を交付

させていただいているという状況でございまして、この新規就農という形で今現在広が

っているという状況ではないと。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そうしますと、累計で言いますと２名の方が今も続けてやっておられるとい

うことで理解してよろしいですかね。なかなかこの担い手とか新規営農の方を探してく

るっていうんですかね、やってもらうっていうのが難しい中で、私はこれ、実績として

ね、評価していいと思うんです。今後も、国の補助金なんかも活用してやっていただき

たいなというふうに思いますけども、今、この制度自体は活用されていないんですけど

も、３年前ぐらいですかね、他府県からこっちに来られて、新しく農家始めたんですっ

ていう方と保育園で知り合いまして、先日、その方が食育に関するいろいろ講演会を仲

間の方と開催をされるということで行かせていただいたんですけども、非常にやっぱり

今、食に関してとか、農業に関して、関心持っておられる方がいるんだなということで、

それも３０代の方でしたのでね、そういう方を、ぜひこういう制度を知っていただいて

活用していただくという、その結びつけっていうんですかね、情報発信っていうのも大

切だというふうに思いますので、なかなか難しい取り組みではありますけども、こうし

た実績はきちっと評価して、継続的に取り組んでいっていただきたいというふうに思い

ます。 

それと、すみません、またシルバーさんのやつですけども、観光産業課のほうで、ま

たこれ、草刈り取り組んで、発注されていますけども、これも、割り戻すと卖価は７０



 - 59 - 

５円になるということでよろしいでしょうか。 

○坂口委員長 井上観光産業課長。 

○井上観光産業課長 そのとおりでございます。 

○坂口委員長 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○坂口委員長 これをもって、第５款 農林水産業費についての質疑を終結いたします。 

次に、第６款 商工費について、説明を求めます。 

藤川都市建設部長。 

○藤川都市建設部長 それでは、第６款 商工費について、説明をさせていただきます。

失礼して、座らせていただきます。 

  主要な施策の成果報告書の１３６ページをお願いいたします。第１目 商工総務費で

ありますが、主に職員の人件費であります。 

 次に、１３７ページ、第２目 商工業振興費であります。地域経済活性化のため、地

域振興事業、創業、経営革新への支援事業に取り組んでいる商工会に対し、引き続き支

援してまいりました。また、拠点通過型観光から滞在型観光への移行を実現するため、

観光体験プログラムや特産品の開発を行う全国展開支援事業や、地域の消費喚起を促す

プレミアム商品券の発行に対しても支援をしてまいりました。 

 次に１３８ページをお願いします。第３目 観光費であります。まず、物産交流の推

進でございます。友好都市であります長野県飯島町、大阪府太子町、兵庫県太子町を始

め、法隆寺ゆかりの都市文化交流協定を締結いたしました神奈川県小田原市、そして、

正岡子規ゆかりの地である愛媛県松山市と物産交流を図り、地域産業の活性化と観光客

の誘致を図りました。また、地域産業・地域観光の振興を図ることを目的に斑鳩市を開

催いたしました。また、斑鳩町観光協会に対し、補助を行ってまいりました。 

次に、１３９ページ、第４目 観光会館費であります。現在、観光会館は、主に町民

の方々の交流の場として活用されている状況であり、これらの方々が安全で快適に利用

していただけるよう、適切な維持管理に努めました。 

  次に、第５目 歴史街道ネットワーク事業費であります。太子ロマン斑鳩の里観月祭

を９月２２日に開催いたしました。なお、観月祭につきましては、平成２６年度をもっ

て終了といたしました。また、斑鳩町歴史的風致維持向上計画に搭載した事業を推進す

るため、斑鳩町まちなか観光景観形成事業補助金により、歴史的なまちなみの景観形成

に資する民間の修景施設の整備に対して支援を行いました。 
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 次に、１４０ページをお願いします。第６目 法隆寺ｉセンター管理費であります。

法隆寺ｉセンターは、歴史街道構想の拠点施設として位置づけられており、指定管理者

である斑鳩町観光協会により管理運営をされています。 

  次に、第７目 観光自動車駐車場運営費であります。観光自動車駐車場につきまして

も、斑鳩町観光協会を指定管理者として運営管理がなされています。 

  以上が、第６款 商工費の決算概要でございます。よろしくご審査賜りますよう、お

願い申しあげます。 

○坂口委員長 説明が終わりましたので、第６款 商工費について、質疑をお受けいたし

ます。 

木澤委員。 

○木澤委員 何点か確認をさせていただきたいんですけども、１３７ページのプレミアム

商品券の発行に対する支援なんですけども、ここ数年、取り組みを商工会さんのほうで

されていて、町は補助金だとかいろいろ支援されていると思いますけども、加入店の負

担っていうのは、どういう形にしているんでしょうか。 

○坂口委員長 井上観光産業課長。 

○井上観光産業課長 加入店の負担ということでございますけれども、取り扱いをしてい

ただく店舗につきまして、これ、プレミアム率が２６年度は１０％でございました。そ

のうちの２％について取扱店の方に負担をしていただいているということでございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 ２７年度も取り組んでいただいていると思いますけども、２７年度について

はどうでしょうか。 

○坂口委員長 井上観光産業課長。 

○井上観光産業課長 ２７年度につきましては、国の交付金を活用させていただきまして、

実施いただきまして、取扱店の負担についてはなかったということでございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 ２７年度は取扱店の負担金がなかったっていうことで、それはそれで、国の

補助金も活用して、よかったなと思うんですけども、今後のことでどうなのかなという

ふうに思うんですけども、小さい加盟店さんなんかだと、２％の負担が大きく、重たく

なってしまうのかなっていうところはちょっと心配されるんですけども、２６年度につ

いては、これは補助金の入り方っていうのはどんな形になっているんですか。 

○坂口委員長 井上観光産業課長。 
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○井上観光産業課長 ２６年度につきましては、県の補助金が、プレミアム率の５％分が

県のほうから入っておりまして、残り、商工会が２％、町が１％で１０％分のプレミア

ム率を、取り扱い店も含めましてね、確保したということでございます。県のほうが

５％、商工会が２％、町のほうが１％、取扱店が先ほど申しあげましたように２％とい

うことでございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 主体となっているのが商工会さんのほうですので、町が主体的にというわけ

ではないですけども、今後も取り組みをされるかとは思いますのでね、そうした点につ

いて、取り扱い店さんの負担について、やっぱり町内業者の皆さん、特に、何ていうん

ですかね、個人商店さん、小さいところほど負担が重くなっているんじゃないかなとい

うふうに思いますので、その辺の実態も聞いていただいた上で、何とか取扱店さんの負

担が尐なくなるような形で取り組んでいただきたいなと思いますので、これは今後のこ

となので、要望だけしておきたいと思います。 

もう１点、すみません、１４０ページのｉセンターの維持管理なんですけども、ちょ

っと、直接この経費云々のことではないんですけども、先日、建設水道常任委員会の中

で、奈良交通のバス停とベンチのことについてちょっと取りあげさせてもらったんです

けども、その中で、ｉセンターのところにバス停がありまして、そこにあるベンチって

いうのは、いわゆる広告の入った簡易のプラスチックのような、あんなベンチではない

と思うんですけども、あれが設置された経緯等について、町のほうで把握されていたら

お尋ねしたいなと思うんですけども。 

○坂口委員長 藤川都市建設部長。 

○藤川都市建設部長 あのベンチにつきましては、平成３年に設置をされたということは

確認はできておりますけれども、その設置にかかわります経緯については確認ができて

いないというところでございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 あれは、ⅰセンター自体が県が整備をされたというふうに思うんですけども、

その敷地内に一応できていますけども、所有者についてはどなたになっているんでしょ

うか。 

○坂口委員長 藤川都市建設部長。 

○藤川都市建設部長 所有者は一応奈良交通であるというふうに認識しております。ただ、

委員おっしゃいました、ⅰセンターの、観光駐車場のところに入っている、足が入って
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いるんですけども、上屋のほうは、屋根は国道の歩道にかぶっております。全体一体と

なって奈良交通が所有しているというふうに確認をしています。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 わかりました。経緯については、今、把握をされていないっていうことです

けども、どういう経緯で設置されたのかっていうのは、またいろいろちょっと調査をし

ていただきたいなと。 

○坂口委員長 藤川都市建設部長。 

○藤川都市建設部長 この件につきまして、町内部でも調査をいたしまして、それからま

た、所有者である奈良交通にも確認をしているんですけれども、何せ平成３年に設置を

されたということであります中で、奈良交通としても、もうわからないということで、

現在もう不明ということになっています。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 また所管の建設水道常任委員会のほうで議論したいと思いますので、ここで

はちょっと確認だけさせていただきたいと思いましたので、終わっておきます。 

○坂口委員長 ほか、ございませんか。 

平川委員。 

○平川委員 １４０ページのまちなか観光の推進なんですけれども、過去からいろいろ多

分審議されてきたことなんだろうと思うんですけれども、今回初めてなのでちょっとお

伺いしたいんですけれども、この観光景観形成事業補助金を交付して、された事業の内

容ですとか件数について、お伺いしたいんですけども。 

○坂口委員長 井上観光産業課長。 

○井上観光産業課長 まちなか観光景観形成事業補助金につきましては、平成２６年度に

２件に方に補助を出させていただいているというところでございます。 

○坂口委員長 平川委員。 

○平川委員 すみません、内訳を教えていただけますでしょうか。 

○坂口委員長 井上観光産業課長。 

○井上観光産業課長 内訳ですけれども、１件につきましては歴史的風致景観形成建造物

で、１件で９３６万円を補助、それと、もう１件につきましては一般の造作の住宅なん

ですけれども、５１０万円の補助をさせていただいたということでございます。 

○坂口委員長 平川委員。 

○平川委員 今年度もそれを活用されて実施されているところっていうのはあるんでしょ
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うか。 

○坂口委員長 井上観光産業課長。 

○井上観光産業課長 今年度につきましても、この補助金を活用して実施していただいて

いるところ、７件でしたかね、ございます。 

○坂口委員長 平川委員。 

○平川委員 ありがとうございます。 

ちょっとこれと関連するかどうかわからないんですけれども、まちなかの観光の推進

ということで、空家を活用してはどうかっていうことが前に都市計画審議会の中でも話

が出ていたと思うんですけれども、そのあたりについて、何か検討を進められているこ

とですとかございますでしょうか。 

○坂口委員長 井上観光産業課長。 

○井上観光産業課長 空家の関係につきましては、現在、その調査業務を委託しておりま

してですね、今後、そうした空家を活用したモデル的なのができるかどうかというとこ

ろら辺を調査を実施しているところでございまして、そういったマッチング等を進めて

いけるようなことになるのかなと思っています。 

○坂口委員長 藤川都市建設部長。 

○藤川都市建設部長 すみません、ちょっと補足をさせていただきますと、今、言いまし

たように、課長が答弁させていただきましたように、空家をどう活用していくかという

調査をもちろん行っておるわけですけれども、現在既に空家となっていたところが、今

年度、先ほどの補助金も活用しながら、既にですね、空家の活用が２件程度進められて

いるといった実態がございますので、あわせて報告をさせていただきます。 

○坂口委員長 平川委員。 

○平川委員 これは国の、これが空き家かどうかっていうのを土地家屋調査士さんなどが

入って検討する協議会をつくって認定していくっていう、それとはまた別のものなんで

すか。 

○坂口委員長 藤川都市建設部長。 

○藤川都市建設部長 そうですね、今ご指摘いただきますようにですね、協議会をつくっ

てとかいうのは、法に基づきます特定空家に関することでございまして、現在は既に、

今、実態としてあいているところの有効活用ということで、地域の方々が積極的に取り

組んで進めていかれているというところでございます。 

○坂口委員長 平川委員。 
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○平川委員 といいますと、特に空家バンクみたいなものを町としてつくるとか、そうい

う制度的なものをつくっていくっていうところは考えてはいらっしゃらないんでしょう

か。 

○坂口委員長 池田副町長。 

○池田副町長 それにつきましては、また今後、担当常任委員会等でご説明申しあげます

けども、近い将来的にはそういうことも検討していくということで、今度の総務委員会

では、今ある空き家をどうしようか。それで、今度、活用についてはまだ将来的な問題

ですけども、それも含めて若干の報告もさせていただけると思いますけども、将来活用

についてはやっぱり次の、来年度以降の課題というか、検討課題になっておりますので。 

○坂口委員長 ほか、ございますか。 

伴委員。 

○伴委員 １３９ページの下から２つ目の観光会館なんですが、非常に建ってから、もう

築が長いと、非常に。それで一定の方向性っていうような形で以前、決算か予算かの委

員会でも質問させていただいて、ちょっと回答いただいたことありますが、もう１度お

聞きします。この観光会館、これはどういう形で今後、まあ言えば使えなくなるん違う

かというような心配をされている方もあれば、また逆に、危ないんちがうかと心配され

ている方もあるということなので、ちょっとこのあたりの方向性をもう１度お聞きしま

す。 

○坂口委員長 小城町長。 

○小城町長 観光会館そのものについては、もう耐用年数っていうのか、耐震の関係等で

すね、これはもうたっていますから、これは外から見たら危ないということになるわけ

ですけども、私はやっぱりそういうことも踏まえた中で、耐震補強っていうのはなかな

かできませんし、この現状でしばらくはやっぱり使っていくということでやっぱりして

いかなかったら、その地域、地域でやっぱりそういうまた祭りがあったりしたら、やっ

ぱりそれを使いますからですね、そうしたら使う人はそれ、非常に身近でいいというこ

とですから、そこらを十分やっぱり周知して使っていただくということで。今、あそこ

にあゆみの家があったような、ああいう施設も町の管理にしましたから、それも耐震等

はもう過ぎていますから、そういうものについてもやっぱりこれからそういうものを活

用していくということも考えていきたいと思っております。 

○坂口委員長 伴委員。 

○伴委員 使っておられる方は、今、町長が答弁していただいたような形を望んでおられ
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る方がほとんど大半、私聞いている中で。確かに築年数がたって、ちょっと気持ち悪い

っちゅうか、いうのあっても、やはりあれがないと困るんやという声をよく聞きます。

今の形で、それをわかりながら使っていくというしかないんかなと、私も思います。 

以上です、私は。 

○坂口委員長 ほか、ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○坂口委員長 これをもって、第６款 商工費についての質疑を終結いたします。 

次に、第７款 土木費について、説明を求めます。 

藤川都市建設部長。 

○藤川都市建設部長 それでは、第７款 土木費につきまして、説明をさせていただきま

す。失礼ですけども、座らせていただきます。 

主要な施策の成果報告書の１４１ページでございます。それでは、１４１ページ、ま

ず、第１項 土木管理費、第１目 土木総務費でございますが、主要なものは、職員の

人件費でございます。 

 次に、第２項 道路橋りょう費であります。第１目 道路維持費では、町道などを安

全かつ快適に利用していただくために、舗装の補修や路肩整備、路肩の草刈等を行いま

した。また、国から譲与を受けた法定外公共物等の所有権移転登記を含む１０８路線に

ついて、未登記道路の整理を行いました。 

  次に、１４２ページをお願いします。第２目 道路新設改良費であります。大和川堤

防線・町道４３７号線の拡幅工事を行うとともに、工事は未実施でございますけども、

５路線の用地買収計画等を締結いたしました。また、自治会が行われた舗装工事に対し

て、その経費の一部を支援してまいりました。 

  次に、第３目 橋りょう維持費であります。橋りょう長寿命化計画に基づき、１橋の

修繕工事と３橋の補修設計を行いました。また、法により義務化されました橋梁の定期

点検を、補修設計を行った橋を含む１２橋について行いました。 

 続きまして、１４３ページ、第３項 河川費であります。第１目 河川総務費であり

ますが、主なものは、毎年春に実施されている自治会内水路清掃に伴う発生土砂等の処

理を行ったものであります。また、自治会等が自発的に行われています水路改修及び水

路浚渫事業に対して、その経費の一部を支援いたしました。 

次に、第２目 治水対策費であります。集中豪雤に対応するため、既存のため池を活

用して洪水調節を行うため、流域貯留浸透事業を実施することとし、東町池と平太池の
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測量及び設計を行いました。 

続きまして、１４４ページをお願いします。第４項 都市計画費、第１目 都市計画

総務費であります。人件費以外の主な執行については、既存木造住宅の耐震診断及び耐

震改修に対する支援に要する経費、いかるがパークウェイの整備促進に要する経費、Ｊ

Ｒ法隆寺駅单北自由通路の維持管理に要する経費、都市計画基礎調査に要する経費でご

ざいます。 

  まず、既存木造住宅耐震診断及び既存木造住宅耐震改修に対する支援を昨年度に引き

続き実施いたしました。 

また、住宅の耐震化に関する知識の普及を目的として、ＮＰＯ法人との共催により、

住民フォーラムを開催いたしました。 

次に、都市計画道路の整備のうち、国の直轄事業でありますいかるがパークウェイで

は、現在、竜田川岩瀬橋西詰から国道２５号三室交差点までの道路構造について、地元

自治会や関係機関との協議が続けられるとともに、用地取得も進められています。 

また、事業予算の確保に向けた要望活動につきましては、国土交通省を初め関係機関

に対し積極的に働きかけを行っています。 

また、土地開発基金が所有する土地を、いかるがパークウェイ整備に係る代替地とし

て提供するため、普通財産として取得いたしました。 

 次に、１４５ページ、第２目公共下水道費であります。公共下水道事業特別会計への

繰出金として支出しておりまして、詳細につきましては、公共下水道事業特別会計にお

いて説明させていただきます。 

 次に、第３目 都市下水路費では、都市下水路６路線の浚渫作業を行い、適正な維持

管理に努めました。 

  次に、第４目 公園費では、公園等に設置している遊具による事故を未然に防止する

ため、職員による定期的な点検パトロールを実施するとともに、専門業者による公園施

設の安全点検と保守点検業務を実施しております。 

次に、１４６ページをお願いします。第５目 都市計画審議会費であります。斑鳩町

都市計画審議会を２回開催したことによる委員報酬を執行しております。開催した審議

会では、法隆寺周辺地区特別用途地区の指定についての審議・諮問・答申を行いました。 

次に、第６目 開発指導調整費では、都市計画法等の関係諸法令及び町開発指導要綱

に基づき、より良好なまちづくりの推進に努めております。また、屋外広告物許可申請

に係る事務処理のほか、違反広告物の除却を行い、良好な景観の形成に努めております。 
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次に、１４７ページ、第７目 景観保全対策事業費であります。三塔周辺地域におい

て、地域の農地所有者の協力によって景観形成作物のコスモスの栽培を実施いたしまし

た。 

また、景観法、景観計画、景観条例に基づく届出の事前相談、届出書類の審査や指導

を行いました。 

また、身近な緑化の推進と住民意識の高揚のため、４月に、小学校の入学記念樹とし

て町の花サザンカの苗木を、そして、１２月の産業まつりではパンジーとビオラの苗を

それぞれ配布いたしました。 

次に、第８目 ＪＲ法隆寺駅周辺整備事業費では、本年度、駅北口５号線の路線東側

の暫定整備工事を実施いたしました。 

  次に、第９目 法隆寺線整備事業費では、未取得であった残り１件の事業用地を取得

し、国道２５号取り付け部の工事を実施いたしました。 

続きまして、１４８ページをお願いいたします。第５項 住宅費であります。第１目  

住宅管理費であります。町営住宅の適正な維持管理に努めてまいりました。 

 以上が、第７款土木費の決算概要でございます。よろしくご審査賜りますよう、お願

い申しあげます。 

○坂口委員長 説明が終わりましたので、第７款 土木費について、質疑をお受けいたし

ます。 

木澤委員。 

○木澤委員 １４１ページのこの未登記道路の整理のところで、部長のほうから法定外公

共物の登記を行ったということで報告いただきましたけども、これ、昨年度の決算金額

から見ると減っている形になるんですね。ただ、路線数と筆数については大分ふえてい

るということで、この関係について、確認をさせていただきたいと思います。 

○坂口委員長 本庄建設課長。 

○本庄建設課長 ただいまご質問いただきました法定外公共物の関係でございます。こち

らにつきましては、国のほうから譲与を受けました法定外公共物等につきまして、職員

のほうで所有権移転をしたということで、委託料等が発生していないというところにな

っております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 そういうことでしたら、何ていうんですかね、外部発注するよりも安価で済

んでいるのかどうかちょっとわかりませんけども、これ、こういう形であげていただい
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て、国から移管を受けた法定外公共物の登記については、もう終了されているんでしょ

うか。 

○坂口委員長 本庄建設課長。 

○本庄建設課長 おっしゃっていただいていますように、昨年度で完了をしております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 わかりました。 

そうしましたら、どこでということではないんですが、土木費にかかわって、町のほ

うで民間の業者の方に草刈りの発注をされているというふうに思うんです。何件か発注

されていると思いますけども、民間の契約金額がどれぐらいのものかっていうのをちょ

っとお尋ねしたいんですけども。 

○坂口委員長 本庄建設課長。 

○本庄建設課長 町のほうで発注しております草刈のほうの費用でございます。まず、町

のほうで草刈り・集草・運搬ということで入札により発注しておりますのが、平米卖価

に直しますと１３１円から１５０円、全体面積で割りますと、全体としては１４１円と

いう結果になっております。それとあと、草刈り・集草・焼却ということで、大和川の

堤防敷の草刈りにあわせて発注しているものがございまして、そちらにつきましては、

平米当たり６３円ということになっております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 私の聞きたいこと、端的に答えていただきまして、ありがとうございました。 

そうしましたら、次にですね、１４３ページの河川費のところなんですけども、河川

の美化の促進ということで、１つは町内に県管理河川っていうのがいくつかありますけ

ども、それの清掃について、住民の方からもっとやってほしいという声が、これ、毎回

のようにあるんですけども、今、県のほうとしては、年に清掃は何回していただいてい

るんでしょうかね。 

○坂口委員長 本庄建設課長。 

○本庄建設課長 県管理河川の維持管理に関してでございます。堤防の草刈りに関してま

しては、年１回されているところでございます。それとあと、浚渫というところになり

ますと、いわゆる各河川の堆積土砂の河川断面の阻害率、どれだけ断面を侵しているか

というものを確認しながら計画的に区域内の河川の浚渫をされていると、このように確

認をしております。 

○坂口委員長 木澤委員。 
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○木澤委員 まず、草刈りに関してですけども、年１回だとやっぱり尐ないんじゃないか

なと。町のほうでも、町が管理していただいている分、用地なんかでは、年２回してい

だいているかというふうに思うんです。やっぱり伸びすぎると、交通、その脇の道路を

通るとかなんかも、特にはみ出してきて、見えないんですよね。だから、そういう点に

ついては危険だと思いますので、県に対しても、やっぱり年２回以上は草刈りをしてほ

しいということで要望していただきたいのと、あと、川の中の土砂のすくい上げですね、

そちらのほうも、一定の基準を設けてされているということですけども、先日、三代川

の近辺の方から、もう目に見えて砂が溜まっているということで、あれはとってくれな

いのかということでご相談いただいたんですけども、その三代川については、どういう

時期に、どういう回数でしていただいているんでしょうかね。 

○坂口委員長 小城町長。 

○小城町長 三代川は古いっちゅうのか、昔の川っちゅうのはやっぱり、堤防の関係でで

すね、道路側のほうがもう下がないんです。だからあれを浚渫を深くしてしもたら結局

崩れていくということで、何回かは修正はしていますけども、今、現状を見ても、ちょ

うど駅の手前のああいうところでですね、見たらもう狭くなっていますから、非常に下

があらわれてですね、やっています。だから、それに今、本庄課長が述べたように、あ

れを適度にしていかなかったら崩れてしまうということで、我々はやっぱり浚渫を希望

していますけども、今、木澤委員がおっしゃるように、我々としては、やっぱり草刈り

も、浚渫も、必ず県、郡山土木の協議会にそういうことではお願いをしています。ただ、

県がいろいろと、予算がないとかいろいろな関係をおっしゃいますけども、やっぱり生

活している方々にとってはやっぱりですね、草刈りをしてもらう、あるいはまたそうい

うものをしていただきたいということでございますし、また、大和川の関係等について

は、割と大和川は年２回ほど必ずしますし、堤防線も必ずあそこ、草生えてきたらやっ

ていますし、それはもう当然のことでありますし、国のほうは、ああいうところで焼却

できますから、ただ県はやっぱり、ダイオキシンの問題とかいろいろな質問されて、草

を燃やすことはできないと。ただ、自治会の同意さえあればできますけど、なかなか自

治会の同意っていうのが得られないということで、焼却はできませんけども、やっぱり

そこらのことを考えたら、今、課長言いますように、民間の業者にお願いしたら、やっ

ぱりそれだけの経費がかかっていくということでございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 町長のほうからも積極的に県には要望されるということで、姿勢は示してい
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ただきましたので、ぜひお願いをしたいと思いますけども、ちなみに、三代川について

は、前回やっていただいたっていうのはいつごろになるんですか。 

○坂口委員長 本庄建設課長。 

○本庄建設課長 前回ということでございますけれども、ちょうど福徳自動車さんのとこ

ろからＪＲの踏切までの間につきまして、今年度、この６月に浚渫をいただいていると

ころでございます。 

○坂口委員長 暫時休憩します。 

（午後１時５１分 休憩） 

（午後１時５２分 再開） 

○坂口委員長 それでは、再開いたします。 

藤川都市建設部長。 

○藤川都市建設部長 委員ご質問のですね、三代川の浚渫の時期ということでございます

けれども、確かに今年度入っておるんですけれども、一応、若干の床、土砂をならした

っていう形になっておりまして、実際に土を持ち出して浚渫をしたのは、２年ほど前に

実施をしているという状況でございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 近隣の方から、やっぱり目に見えて溜まっているという声がありますので、

さきほど町長おっしゃっていただきました件に対して、積極的に浚渫を要望していって

いただきたいというふうに思いますので、お願いをしておきます。 

すみません、シルバーさんの関係のほうで、建設課と都市整備課とが所管している、

これも草刈りが主になるかと思うんですけども、これも割り戻した卖価のほうが実質幾

らになるのかお聞きしたいんですけども、７０５円でよろしいでしょうか。 

○坂口委員長 藤川都市建設部長。 

○藤川都市建設部長 両課ともですね、割り戻しますと、７０５円ということでございま

す。 

○坂口委員長 ほかにございますか。 

伴委員。 

○伴委員 １４４ページの上の既存木造住宅の耐震診断の支援なんですが、２６年度、ず

っとたしかこれ、２５前後ぐらいあったような気がするんですが、今回１８になってい

る、やはりちょっとそういう気運が下がってきているんかなと思うんですが、町として、

これ、どういうように感じておられるのですか。 
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○坂口委員長 松岡都市整備課長。 

○松岡都市整備課長 耐震診断の推移でございますけれども、平成２１年度が２０件、そ

の後、おおむね２０件程度でございましたんですけれども、２４年度が２４件、２５年

度は２５件というようなことでございますけれども、この２年間につきましては、平成

２３年の東日本大震災をきっかけとしまして一時的にふえているというふうな分析をし

ているところでございます。２６年度につきましては１８件ということでございました

けれども、この支援事業の実施から９年を経過しておりまして、その間、新たな対象と

いうのはふえているわけではございませんので、そのあたり、制度がある一定周知され

てきたものというふうな理解をしているところでございます。 

○坂口委員長 伴委員。 

○伴委員 今現在、この２７年度、今現在の数字いうのはわかりますかね。 

○坂口委員長 松岡都市整備課長。 

○松岡都市整備課長 ２７年、今現在、６件の受け付けをさせていただいているところで

ございます。 

○坂口委員長 ほか。 

平川委員。 

○平川委員 １４４ページになるのかどうなのか、ちょっとわからないんですけど、いか

るがパークウェイの関係なんですけれども、建設委員会の中でもちょっと話はあったと

思うんですが、２５号線からのパークウェイのほうに抜ける道について、平成２９年か

ら３０年までは開通しないっていうことは、前の委員会の中では話はされていましたけ

れども、その見通しはまだ変わっていないのかっていうことと、あと、今、中央公民館

に国道２５号線のほうからどうやって入るのかが、この斑鳩のこの地理を詳しくわから

ない方が公民館に行かれたときに、入る道がわからないということですごく悩んでおら

れるということがありましたので、そのあたりの道案内について、何か考えてくださる

ことはないんでしょうかということをお伺いしたいです。 

○坂口委員長 松岡都市整備課長。 

○松岡都市整備課長 まず、１点目の件につきましては、法隆寺線の供用の件かというふ

うに理解をいたしましてお答えをさせていただきますと、法隆寺線の供用の条件とされ

ておりますのが、いかるがパークウェイが三室交差点まで到達するというようなことが

警察のほうでの供用の要件とされているところでございます。従いまして、このパーク

ウェイの整備目標を、国のほうはおおむね平成３０年程度というところは今現在も変わ
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ってございませんので、そのとおりでございます。 

もう１点、中央公民館への入り口のご案内ということにつきましては、お越しになる

方の方向というのも、なかなかさまざまでございまして、どういった形でするのが最も

効果的なのかというところは、施設管理者とも相談しながらの形で協議をしていく必要

があるのかなというふうに考えてございます。 

○坂口委員長 平川委員。 

○平川委員 担当課の方にも前にもお話しさせていただいたと思うんですけれども、２５

号線で、生き生きプラザはこちらだっていう表示はあるんですけども、公民館の前をい

くら通っても、公民館に車で行くというその道案内がないということで、どちらから来

られるのかっていうのもあるんでしょうけれども、生き生きプラザについてはそうした

案内があるんですので、やはり中央公民館、道路から見えているのに車で入れないって

いうのはちょっと、何らかの対策を考えていただけないかなというふうに思いますので、

その辺は。 

○坂口委員長 これね、公民館のあれについては、教育委員会の所管になりますので。 

○平川委員 道案内についてですか。 

○坂口委員長 難しいな。答えられる。 

ちょっと、すみません、暫時休憩します。 

（午後１時５９分 休憩） 

（午後２時０２分 再開） 

○坂口委員長 再開いたします。 

松岡都市整備課長。 

○松岡都市整備課長 公民館の道案内の方法というところでございますけれども、より安

全なルートというところ、例えば役場から西のほうへ行って、龍田神社前の交差点、こ

のあたりに看板をつけながらというような考え方もございます。そういったルートの検

討をしながら、広域的な看板の設置という方向も検討してまいりたいと考えております。 

○坂口委員長 ほか、ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○坂口委員長 これをもって、第７款 土木費についての質疑を終結いたします。 

続きまして、認定第５号 平成２６年度斑鳩町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算

の認定についての審査に入ります。 

理事者の説明を求めます。 
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谷口上下水道部長。 

○谷口上下水道部長  

それでは、認定第５号 平成２６年度斑鳩町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の

認定について、ご説明をさせていただきます。 

まず、議案書を朗読いたします。 

認定第５号 

平成２６年度 斑鳩町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

標記について、地方自治法第２３３条第３項の規定により、別紙のとおり提出し、議

会の認定を求めます。 

平成２７年９月１日 提出 

斑鳩町長 小城 利重 

それでは、決算の概要について、ご説明をさせていただきます。座って説明を進めさ

せていただきます。 

まず、公共下水道の供用開始の状況につきましては、前年度４,８０５戸から１６２

戸ふえ、４,９６７戸のご家庭で利用可能となりました。そのうち、本年度、１７３件

の接続申請を受け付け、３,０８２件の皆さまにご利用いただいており、供用人口１３,

６４１人に対し、接続人口が９,０５８人となり、水洗化率といたしましては、前年度

の６５．２％から６６．４％となったところでございます。 

それでは、平成２６年度の公共下水道事業の決算状況について、ご説明をさせていた

だきます。 

主要な施策の成果報告書の２０８ページをお願いいたします。決算及び決算収支の状

況では、歳入総額１３億７,０６５万円、歳出総額は１３億７,０５５万９千円となり、

歳入歳出差引額は９万１千円であります。なお、翌年度への繰越事業に伴う繰越額は、

５９万１千円であります。 

次に、２０９ページ、歳入決算の状況についてでございます。 

第２表 歳入決算の内訳で、分担金及び負担金では、公共下水道加入負担金が１，７

３０万円、使用料及び手数料では、公共下水道利用者の増加により、前年度より６９４

万２千円増の１億１,０３３万７千円となりました。 

国庫支出金では、継続事業として施工いたしておりました主要な幹線工事も完了し、

主に面整備工事に取り組んだことから、前年度より４,０００万円減の３億６,０００万

円となりました。 
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次に、繰入金では、元利償還金の増に伴い、前年度より３,４４７万３千円増の４億

７,８４２万９千円となりました。 

次に、町債では、国庫支出金と同様の理由により、前年度より３,３４０万円減の３

億９,６９０万円となりました。 

次に、２１０ペ－ジ、歳出決算の状況では、公共下水道費で前年度より６,８９２万

円減の８億５,７５６万２千円、流域下水道費では、前年度より８６１万６千円増の１,

４５１万７千円、公債費では、前年度より２,６５１万５千円増の４億９,８４８万円で

ございます。 

次に、歳出の主な内容について、ご説明させていただきます。 

まず、２１１ページ、第１款 公共下水道費、第１項 下水道管理費、第１目 下水

道総務費でございます。主な内容といたしましては、人件費でございます。また、接続

の支援策として設けております排水設備改造資金融資あっせん及び利子補給制度の利用

件数は、当年度はございませんでしたが、この制度を利用され、返済を完了された方か

らの利子補給申請件数は２件あり、４万２千円の利子補給をいたしました。また、企業

会計への移行に向けた調査費といたしまして、３２４万９千円を支出いたしました。 

次に、第２目 施設管理費でございます。その主な内容といたしましては、流域下水

道センターへ支払います汚水の処理費用としての流域下水道維持管理負担金にかかるも

のでございます。 

次に、２１２ページ、第２項 下水道新設改良費、第１目 管きょ等新設改良費でご

ざいます。その主な内容といたしましては、公共下水道の整備で、神单５丁目、稲葉西

１・２丁目、稲葉車 １丁目、 田西２丁目、 田１丁目、興留６・８丁目、阿波３丁

目、髙安西１丁目地内等で約１２ヘクタール、延長で約３.６キロの面整備を行いまし

た。また、浄化槽雤水貯留施設転用に対する支援では３件の補助を行い、累計４１件と

なっております。 

  次に，第２款 流域下水道費では、県が実施する浄化センター等の整備事業に対しま

して、市町村負担割合に応じて支出いたしております。 

  次に、第３款 公債費では、元金および利子の償還を行い、平成２６年度末の起債残

高は、前年度末より７,６４２万１,０１８円増の８５億７８３万９９５円となりました。 

  今後も、下水道整備を着実に進め、普及促進及び接続の向上を図るとともに、健全な

下水道経営に努めてまいりたいと考えております。 

以上で、認定第５号 平成２６年度斑鳩町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認
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定についてのご説明とさせていただきます。よろしくご審議を賜わりまして、何とぞ原

案どおり認定いただけますよう、お願い申しあげます。以上です。 

○坂口委員長 公共下水道事業特別会計について、説明が終わりましたので、これに対す

る質疑をお受けいたします。 

木澤委員。 

○木澤委員 これについては、順調には進んでいるのかなというふうには理解はしていま

すけども、監査委員さんからも指摘されていましたみたいに、一般会計からの繰り入れ

ということで、一般会計にも大きな負担かかっていると。今後もこうした形で進んでい

くのかなと思いますけども、１点気になるのは、国の動向ですね。この歳入に対して、

今、交付税算入っていう形で何ぼか負担があると思うんですけども、その割合について

は今後も今のような形で進んでいくのか、今、どれぐらいの割合で国の負担があって、

町がどれぐらい負担しているのかっていうのもあわせて、確認をしておきたいと思いま

す。 

○坂口委員長  

 確かに地方財政措置ということで交付税算入ございまして、公債費

に対する交付税算入が主なものとなります。その割合につきましては、現在、３０％か

ら５０％の割合で入ってきているのが現状でございまして、私どもといたしましては、

今後、このような制度が続くように願っているところでございます。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 特に国のほうから、今後の方向性みたいなものっていうのは示されてはいな

いですか。 

○坂口委員長  

 地方交付税制度につきましては、国と地方の協議の場というところ

もございまして、そのあたり、いろいろな関係で協議が続けていかれるというふうには

考えていますけれども、現時点で、国がこういった形でこういうふうにするよっていっ

たものはまだ示されておらない状況でございます。 

○坂口委員長 小城町長。 

○小城町長 交付税等じゃなしに、国のほうは、もうあと１０年以内にこの下水道を完備

せよということでございますから、斑鳩町としては、１０年以内っていうのはなかなか

難しいと思いますから、できるだけ努力をしながらですね、やっていきたいということ

で、これも皆さんご存じのように、民主党さんが政権とられて、補助金制度が交付税に
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かわった、事業仕分けでかわってまいりまして、非常に大きな、下水道に痛みを覚えて

おりますし、今、交付税で３０ないし５０ですから、そう考えますと、やっぱり非常に

大きい負担だと思っております。 

○坂口委員長 ほかにございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○坂口委員長 ないようですので、公共下水道事業特別会計に対する質疑を終結いたしま

す。 

続きまして、議案第４６号 平成２６年度斑鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の処

分について、また、認定第８号 平成２６年度斑鳩町水道事業会計決算の認定について

の２議案につきましては、関連する議案ですので、一括議題とし、審査いたします。 

理事者の説明を求めます。 

谷口上下水道部長。 

○谷口上下水道部長 それでは、議案第４６号 平成２６年度斑鳩町水道事業会計未処分

利益剰余金の処分について及び認定第８号 平成２６年度斑鳩町水道事業会計決算の認

定についてのご説明をさせていただきます。 

まず、議案書を朗読させていただきます。 

議案第４６号 

平成２６年度斑鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

標記について、地方公営企業法第３２条第２項の規定により、別紙のとおり提出し、

議会の議決を求めます。 

平成２７年９月１日提出  

斑鳩町長 小城 利重 

次に。 

認定第８号 

平成２６年度斑鳩町水道事業会計決算の認定について 

標記について、地方公営企業法第３０条第４項の規定により、別紙のとおり提出し、

議会の認定を求めます。 

平成２７年９月１日 提出  

斑鳩町長 小城 利重 

それでは、平成２６年度斑鳩町水道事業会計決算書により説明を進めさせていただき、

あわせて、平成２６年度斑鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の処分についてのご説明
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をさせていただきます。 

それでは、平成２６年度斑鳩町水道事業会計決算書により説明を進めさせていただき

ますので、よろしくお願いいたします。座って、説明進めさせていただきます。 

それでは、決算書の１６ページをお願いいたします。１の概況につきまして、朗読を

もって説明を申しあげます。 

（１）総括事項のうち、ア．業務状況でございます。本年度の業務量につきましては、

契約件数が前年度より１６４件、１．５％増加し、１０，７７７件となりました。一方、

年間総給水量は、前年度と比較して２９，９１４立方メートル減の３０２万５３９立方

メートルとなりました。１戸当りの使用量は、口径２０ミリで１か月平均１９．９立方

メートル、前年度２０．６立方メートルとなり、年々減尐傾向にあります。また、県水

受水量は、前年度より１０，４３６立方メートル減の２０２万９，０６０立方メートル

となりました。なお、有収率につきましては、９４．２％と、昨年度９５．０％と比較

して、０．８ポイントの減尐となりました。 

次に、イ．建設改良費でございます。配水設備では、老朽管更新事業で工事２件、委

託１件、新設改良事業で委託１件、公共下水道築造工事で工事７件、委託７件であり、

管延長２，４０３メートル、前年度１，６３２メートルの工事などを行い、各地域への

給水に必要な施設の整備に努めました。また、本年度の石綿管の更新は３５５メートル、

前年度４０５メートルであります。浄水場設備では、三井浄水場の真空ポンプ設備の改

修工事を実施しました。 

以上、これら建設改良工事費は、前年度より８，６８９万６，９５０円減の２億１，

２３２万２，６００円となりました。 

  １８ページから１９ページにかけ、各項目の工事別に、工事、内容、金額、工期等を

お示しいたしております。まず、１８ページをお願いいたします。配水設備改良費では、

老朽管更新、下水道工事等で１億９，９５２万４，６００円、浄水場設備改良費で１，

２７９万８，０００円、合計２億１，２３２万２，６００円であります。本年度も、公

共下水道の整備に伴い支障となる配水管及び給水管の移設・更新並びに老朽管更新工事

等を実施し、管網整備を行うとともに、円滑な水の運用を図るため、経年劣化した浄水

場設備の更新に努めました。 

それでは、恐れ入ります、１６ページにお戻りいただけますでしょうか。ウの財政状

況につきましても、朗読をもちましてご説明とさせていただきます。 

営業収支は、８８３万７，３３０円の営業損失、前年度営業利益５，２９１万２，４
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３３円となりました。営業収益のうち、給水収益は、給水量の減により、前年度に比べ

２，４５５万８，０１４円減の６億１，１１５万６，９８０円となり、営業費用は、前

年度より２,９７６万９，６６９円増の６億４，５７２万７，８５８円となりました。 

その主な内訳といたしましては、原水及び浄水費では、委託料等の増により８７３万

５，８９１円の増、配水及び給水費では、前年度とほぼ同額で１９万２，００７円の増、

受託工事費では、修繕費の減により１,１７９万８，０００円減、総係費では、委託料

等の減により４４６万１，３５６円の減、減価償却費では、地方公営企業会計制度の改

正により３,６７４万８,３２５円の増となりました。 

また、営業外収支では、会計制度の改正に伴う長期前受金戻入７,５６２万４,２３９

円や雑収益などの営業外収益から企業債の支払利息２,７９０万５,２５４円などを差し

引き、４,８０１万９,７４５円の利益となりました。 

また、取水井戸用地の売却による特別利益、会計制度改正に伴い賞与等の引当金相当

額を特別損失として計上し、差し引き４０５万５,８４５円の損失となりました。 

以上、これらの収支を差し引きした結果、当年度の純利益は、３,５１２万６,５７０

円、前年度純利益２,５６８万７,５５１円となりました。 

次に、資本的収支では、収入総額１億４,９６５万７,２２０円、支出総額３億９００

万２,６８３円、差し引き１億５,９３４万５,４６３円の支出超過となり、この支出超

過額は、過年度分損益勘定留保資金等をもって補填いたしました。 

次に、１７ページをお願いいたします。（２）に議会議決事項、（３）に職員に関す

る事項の（ア）に職員の配置状況をお示しさせていただいております。 

恐れ入ります、２０ページをお願いいたします。業務量に関する事項の説明をさせて

いただきます。行政区域内人口につきましては２８,２４３人で、前年度より１３２人

の減であります。平成２７年３月３１日現在の人口でございます。年度末契約件数につ

きましては１０，７７７件で、前年度より１６４件の増加であります。年間総給水量に

つきましては、節水意識の向上などの傾向が見受けられ、前年度より２９,９１４立方

メートル減の３０２万５３９立方メートルであります。県水受水量につきましては、前

年度より１０，４３６立方メートル減の２０２万９,０６０立方メートルであり、年間

有収水量は、昨年度より、５３,１１２立方メートル減の２８４万６,３２２立方メート

ル、有収率は９４．２％であります。有収率につきましては、昨年度と比較して０．８

ポイント減尐したものの、依然高い水準を維持しており、水道の経営に大きく影響して

きますことから、毎年度、漏水調査を実施することにより、漏水箇所の早期発見、早期
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補修に努めてまいりたいと考えております。なお、有収率につきましては、平成２５年

度の全国平均といたしましては９０．１％でございますが、当町におきましては、全国

平均を上回る約９５％前後で推移している状況でございます。 

また、平成２６年度水道事業会計決算資料の資料３に、平成１９年度からの１戸当た

りの口径別使用水量の推移及び給水収益の推移をお示しいたしております。資料３をお

願いいたします。平成１９年度に比べ、口径１３ミリで約１５％、口径２０ミリで約１

４％減尐しております。 

恐れ入ります、２０ページにお戻りいただけますでしょうか。供給卖価は、１立方メ

ートル当たり消費税抜きで２１４円７２銭でございます。そして、給水原価につきまし

ては、１立方メートル当たり消費税抜きで２３５円９４銭でございます。 

次に、２１ページをお願いいたします。（２）事業の収益及び費用に関する事項でご

ざいます。 

まず、①水道事業収益でありますが、前年度より４,４４３万７１円増の７億１,４１

３万３,９３９円であります。営業収益では、先ほどご説明させていただきましたが、

給水量の減尐により２,４５５万８,０１４円の減、受託工事収益で１,１７９万６,８５

８円の減など、３,１９８万９４円減の６億３,６８９万５２８円、営業外収益は、地方

公営企業会計制度の改正により、前年度より７,５７３万７,９３９円増の７,６５７万

１,１８５円となっております。 

次に、②の水道事業費用は、前年度より３,４９９万１,０５２円増の６億７,９００

万７,３６９円であります。営業費用では、前年度より２,９７６万９,６６９円増の６

億４,５７２万７,８５８円であります。その内訳といたしましては、原水及び浄水費で

は、８７３万５,８９１円増の３億４,４１４万７,４４０円であり、主なものは、県水

の受水費であります。配水及び給水費では、１９万２,００７円増の５,４１１万７６１

円であり、その主なものは、人件費と修繕費であります。受託工事費では、１,１７９

万８,０００円減の２７０万５,０００円、総係費では、４４６万１，３５６円減の６,

０５７万９,８９９円で、主なものは、人件費と委託料であります。また、減価償却費

では、３,６７４万８,３２５円増の１億８,１７２万７,０８６円、資産減耗費では、３

５万５,３０２円増の２４５万７,６７２円であります。営業外費用は、前年度より４９

万３,３１２円増の２,８５５万１,４４０円であります。 

次に、２２ページをお願いいたします。④に給水原価構成をお示しさせていただいて

おりますが、構成比率が最も高いのが、表中の項目「区分」の４行目の受水費で３９．
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２％となっております。１行目の人件費は１０．７％、６行目の支払利息は４．２％、

７行目の減価償却費は２７．１％となっております。 

また、２６ページから２８ページに平成２６年度の収益的収支明細書を添付させてい

ただいておりますので、これにつきましては、後ほどご参照いただきますよう、お願い

申しあげます。 

次に、２３ページからの会計であります。主なものは、構築物の管工事については、

総延長２,４０３メートルで１億９,４１８万７,２４０円の取得であります。建設仮勘

定につきましては、差し引き９７４万円の増であり、その内訳につきましては、３１ペ

ージをお願いたいします。３１ページでございます。表外下段に建設仮勘定の内訳を減

尐分と増加分として、事業名、場所、金額をお示ししております。減尐分といたしまし

て、老朽管更新事業に伴う配水管・導水管布設替測量設計業務等で１０１万５,０００

円、増加分として、配水管改良工事に伴う測量設計業務、公共下水道築造工事に伴う配

水管移設設計業務で１,０７５万５,０００円であります。 

恐れ入ります、２４ページをお願いいたします。（３）重要な契約の要旨でございま

す。１千万円以上の契約をお示しいたしております。 

次に、（４）企業債及び一時借入金の概況でございますが、前年度末残高が１４億１,

１３６万７,５３１円、本年度借入高が４,３００万円で、老朽管更新事業及び配水管整

備事業の財源として借り入れを行いました。一方、本年度償還額は９,４１６万６,７０

７円となり、本年度末残高は１３億６,０２０万８２４円であります。これにつきまし

ては、３２ページから３３ページに企業債の明細をお示しさせていただいております。 

３３ページをお願いいたします。表の最下段に残高をあらわしておりまして、１３億

６,０２０万８２４円となっているところでございます。 

恐れ入ります、２４ページにお戻りいただけますでしょうか。（４）企業債及び一時

借入金の概況の（イ）一時借入金でございますが、本年度中におけます一時借入金はご

ざいません。 

次に、（５）その他の会計処理に関する事項についてでございます。（ア）他会計補

助金について、町の一般会計からの補助金はございません。（イ）は、たな卸し資産の

購入限度額の執行額と仮払消費税額について記載いたしております。 

以上が、水道事業の全般についてのご報告でございます。 

次に、諸表の説明に入らせていただきます。 

恐れ入ります、２ページから３ページをお願いいたします。収益的収入及び支出につ
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いて、ご説明させていただきます。 

まず、収入でございます。水道事業収益では、最終予算額７億７,９０７万２千円に

対しまして、決算額７億６,２４０万１,３１４円、差し引き１,６６７万６８６円の減

となっております。第１項の営業収益では、予算額７億２９７万９千円に対しまして、

決算額６億８,５１１万８,９２９円、差し引き１,７８６万７１円の減。第２項の営業

外収益では、予算額７,６０９万２千円に対しまして、決算額７,６６１万１５９円で、

差し引き５１万８,１５９円の増。第３項の特別利益では、予算額１千円に対しまして、

決算額６７万２,２２６円、６７万１,２２６円の増となっております。 

次に、支出でございます。最終予算額７億５,４３０万６千円に対し、決算額７億１,

９０６万６,９９０円で、３,５２３万９,０１０円が不用額となっております。第１項

の営業費用では、予算額６億９,９６５万７千円に対しまして、決算額６億７,５６０万

４,１９８円で、差し引き２,４０５万２,８０２円の不用額で、不用額の主なものは、

県水受水費でございます。第２項の営業外費用では、予算額３,９８０万６千円に対し

まして、決算額３,８７３万７７４円で、１０７万５,２２６円の不用額となっておりま

す。第３項 特別損失では、予算額４８４万３千円に対しまして、決算額４７３万２,

０１８円で、差し引き１１万９８２円の不用額、第４項の予備費、予算額１，０００万

円に対しましては、未執行でございます。 

次に、４ページから５ページをお願いいたします。資本的収入及び支出についてのご

説明をさせていただきます。 

資本的収入で、最終予算額１億４,５３４万円に対しまして、決算額１億４,９６２万

７,２２０円で、４３１万７,２２０円の増であります。決算額の内訳といたしまして、

第１項の企業債で４,３００万円、第２項の工事負担金では１億６６２万７,３２０円、

第３項 固定資産売却代金では２万９,９００円であります。 

次に、資本的支出では、最終予算額３億３,６５９万８千円に対し、決算額が３億９

００万２,６８３円で、不用額は２,７５９万５,３１７円であります。決算額の内訳と

いたしまして、第１項の建設改良費では２億１,４８３万５,９７６円、第２項企業債償

還金では９,４１６万６,７０７円であります。 

また、表の欄外に明記いたしていますように、資本的収入額が資本的支出額に不足す

る額１億５,９３４万５,４６３円につきましては、減債積立金３００万円、当年度消費

税及び地方消費税資本的収支調整額７９２万７,７４１円、過年度分損益勘定留保資金

１億４,８４１万７,７２２円で補填いたしております。 
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次に、６ページをお願いいたします。損益計算書のご説明をさせていただきます。 

１の営業収益は、給水収益、受託工事収益、その他の営業収益の合計で６億３,６８

９万５２８円、２の営業費用は、原水及び浄水費、配水及び給水費などの合計で６億４,

５７２万７,８５８円で、差し引き８８３万７,３３０円の営業損失であります。 

次に、３の営業外収益は７,６５７万１,１８５円で、４の営業外費用は、支払利息等

で２,８５５万１,４４０円、差し引きいたしますと、４,８０１万９,７４５円となりま

す。 

そして、営業損失と営業外収支を差し引きいたしますと、経常利益は３,９１８万２,

４１５円となり、５の特別利益６７万２,２２６円、６の特別損失４７２万８,０７１円

を差し引きいたしますと、当年度純利益は３,５１２万６,５７０円でございます。 

前年度繰越利益剰余金は３,５４４万５,３９９円、地方公営企業会計制度の改正に伴

い年度当初の会計処理により移行しました、その他未処分利益剰余金変動額が８億８,

３３６万４,１９２円であり、その結果、当年度未処分利益剰余金は、９億５，３９３

万６，１６１円となりました。 

次に、７ページをお願いいたします。ここで、議案第４６号 平成２６年度斑鳩町水

道事業会計未処分利益剰余金の処分についての説明とあわせて説明をさせていただきま

す。 

まず、剰余金計算書でございます。当年度の利益剰余金の変動額といたしまして、表

の中ほど、当年度変動額の行でございますが、減債積立金で３００万円を処分いたしま

した。その結果、表の最下段、中央より右側でございますが、当年度末利益剰余金残高

は、利益積立金３，２５０万円、建設改良積立金１億４００万円、当年度未処分利益剰

余金９億５,３９３万６,１６１円、合計１０億９,０４３万６,１６１円でございます。

次に、当年度末資本剰余金残高につきましては、表の中央より左側の最下段でございま

すが、工事負担金、国庫補助金、受贈財産評価額の合計で、１億１,６４８万１,２９３

円でございます。 

次に、８ページをお願いいたします。先ほど、６ページの平成２６年度斑鳩町水道事

業損益計算書及び７ページの平成２６年度斑鳩町水道事業剰余金計算書におきまして説

明をさせていただきました内容から、本決算書におきまして、平成２６年度斑鳩町水道

事業剰余金処分計算書（案）としてお示しさせていただいています。 

この表の右端の欄でございますが、当年度未処分利益剰余金９億５,３９３万６,１６

１円のうち、減債積立金及び利益積立金として３００万円をそれぞれ積み立てたいと考
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えております。その結果、翌年度繰越利益剰余金といたしまして、９億４,７９３万６,

１６１円となる処分計画でございます。 

以上が、今回、決算の認定とあわせて議会の議決をお願いいたします、議案第４６号 

平成２６年度斑鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の処分についてのご説明とさせてい

ただきます。 

次に、９ページをお願いいたします。５．平成２６年度斑鳩町水道事業会計キャッシ

ュフロー計算書でございます。このキャッシュフロー計算書につきましても、新公会計

制度におきまして義務付けされたもので、資金の変動に関する的確な情報を得ることを

可能にされたものでございます。 

まず、Ⅰ業務活動によるキャッシュフローといたしまして、当期純利益、減価償却費、

支払利息等計上し、１億４,６５５万３,０６７円、Ⅱ投資活動によるキャッシュフロー

といたしまして、有形固定資産の取得による支出、建設改良費未払金の増加額等計上し、

４,３１８万７,１１７円のマイナス、Ⅲ財務活動によるキャッシュフローといたしまし

て、建設改良企業債による収入、償還による支出を計上し、５,１１６万６,７０７円の

マイナス、Ⅳ資金増減額５,２１９万９,２４３円、Ⅴ資金期首残高２億７,２２０万４,

３７２円を計上した結果、Ⅵ資金期末残高は、３億２,４４０万３,６１５円となりまし

た。 

次に、１０ページから１１ページでございます。平成２７年３月３１日現在の貸借対

照表でございますが、まず、１０ページの資産の部でございます。有形固定資産の合計

額は、中段にありますように、５２億２,２４８万８２円となっております。明細につ

きましては、３０ページから３１ページに明記いたしておりますので、これにつきまし

ても、後ほどご参照いただきますよう、お願いを申しあげます。次に、無形固定資産と

して、電話加入権２５万５００円、リース資産が３２０万８,７２４円、投資が８２万

円で、固定資産合計は５２億２,６７５万９,３０６円でございます。次に、流動資産で

ございますが、現金及び預金が３億２,４４０万３,６１５円、未収金等は１億７,０４

９万１,３８９円で、この内訳につきましては、３８ページの未収金一覧表に明記いた

しておりますので、これにつきましても、後ほどご参照くださいますよう、お願い申し

あげます。次に、貯蔵品５０４万２,９６５円、流動資産合計で４億９,９９３万７,９

６９円となり、資産合計が５７億２,６６９万７,２７５円となります。 

次に、１１ページの負債の部でございます。固定負債といたしまして、企業債１２億

８,６６７万３,７６２円、リース債務２３２万１３円、合計１２億８,８９９万３,７７
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５円。次に、流動負債でございます。企業債、リース債務、未払い金等で２億６,７９

１万６,１５９円となっております。このうち、未払い金等の内訳につきましては、３

８ページの一覧表にお示しをさせていただいておりますので、これにつきましても、後

ほどご参照いただきますよう、お願いを申しあげます。また、繰延収益は、長期前受金

で２１億８,１９５万６,４４１円となり、負債合計では、３７億３,８８６万６,３７５

円となります。 

次に、資本の部でございますが、自己資本金７億８，０９１万３，４４６円、これは、

水道が一般会計から企業会計に切り替わったときの分を資本金に充当されているものに、

一般会計からの出資金及び積立金処分額を加えたものでございます。次に、剰余金でご

ざいますが、資本剰余金として、先ほど７ページでご説明いたしましたとおり、工事負

担金等で合計１億１,６４８万１,２９３円、利益剰余金といたしましては、利益積立金

３,２５０万円、建設改良積立金が１億４００万円、当年度未処分利益剰余金９億５,３

９３万６,１６１円で、利益剰余金合計では、１０億９,０４３万６,１６１円となりま

す。そうしたことから、剰余金合計は、１２億６９１万７,４５４円であります。結果、

資本合計は、１９億８,７８３万９００円となり、負債・資本合計といたしましては、

５７億２,６６９万７,２７５円となります。 

次に、１２ページをお願いいたします。今回の地方公営企業会計制度の改正に伴いま

して、重要な会計方針に係る事項や、キャッシュフロー計算書に関する事項、貸借対照

表等に関する事項、リース契約により使用する固定資産に関する事項などの、公営企業

の経理・運営に係ります重要な事項を注記といたしまして記載いたしております。これ

につきましても、後ほどご参照いただきますよう、お願い申しあげます。 

それでは、３９ページをお願いいたします。３９ページでございます。内部留保資金

明細書でございますが、これは、企業の運転資金と言われるものでございます。このペ

ージの中ほど、表最下段の合計欄にありますように、前年度からの繰越額は３億２６０

４万４千円で、当年度処分額は１,５２０万円、当年度発生額は８９万８千円の増額と

なり、翌年度繰越額は、３億１,１７４万２千円となりました。 

次に、４０ページには、水道経営状況の推移分析に参考といたしまして、過去４年分

の累年別損益計算書を、また、４１ページには、累年別貸借対照表をお示しいたしてお

りますので、経営分析の参考にしていただけますよう、よろしくお願い申しあげます。 

また、４２ページ以降には、主な経営の分析比率表をお示しいたしております。右端

に全国平均の数値を掲載いたしておりますので、後ほどご参照いただきますよう、よろ
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しくお願いいたします。 

恐れ入ります、次に、先ほどの資料３にお戻りいただけますでしょうか。資料３でご

ざいます。１戸当たり使用水量年度推移でございます。各口径ともに平成１９年度より

毎年度減尐傾向になっており、給水収益では、平成１９年度より約９，８２２万円程度

の減尐となっております。 

次に、資料４をお願いいたします。資料４の石綿セメント管改良状況でございます。

平成２６年度では３５５メートルを改良し、平成２７年度におきましては、２４０メー

トルの改良を予定いたしております。 

次に、資料６をお願いいたします。財政推計表でございます。これにつきましては、

平成３５年度まで推計をいたしております。 

資料中ほどでございます、収益的収支差引（ａ）－（ｂ）、ちょうど真ん中あたりで

ございます。収益的収支差引（ａ）－（ｂ）の欄をごらんいただきたいと思います。平

成２４年度は約３，７６４万円の利益となり、平成２５年度では約２，５６９万円の利

益、平成２６年度は約３,５１３万円の利益が発生いたしております。推計によります

と、平成２７年度以降におきましても減尐傾向がうかがえるものの、利益が得られる状

況で推移すると予測はいたしております。 

一方、資本的収支は、下水道関連工事、石綿管や塩ビ管及び施設等の改良費用などが

発生し、一番下から２行目の運転資金としての当年度補填財源は、平成２６年度で約３

億１,１７４万円となっており、平成２７年度以降におきましても、約２億５千万円程

度の補填財源を保てるものと推計いたしております。 

現在試算いたしております財政推計におきましては、社会経済の大きな変動が無いと

仮定した場合、本町の水道事業は、引き続き、ほぼ安定的に推移するものと考えており

ます。しかしながら、昨今の尐子高齢化や節水意識の向上などにより、年々給水量が低

下していく中、経営の一層の効率化や計画的な施設の更新など、安定した水道水の供給

を持続させるためには必要不可欠なことであると考えております。そのためにも、経営

基盤の強化を図るとともに、健全な水道事業会計の運営に努めてまいる所存でございま

す。また、予算、決算や水質検査等の状況につきましても、広報を通じましてお知らせ

をしておりますが、今後も引き続き定期的にお知らせしてまいりたいと考えております。 

以上で、議案第４６号 平成２６年度斑鳩町水道事業会計未処分利益剰余金の処分に

ついて及び認定第８号 平成２６年度斑鳩町水道事業会計決算の認定についての説明と

させていただきます。よろしくご審議を賜わりまして、何とぞ原案どおり議決もしくは
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認定いただけますよう、お願い申しあげます。以上です。 

○坂口委員長 説明が終わりましたので、これに対する質疑をお受けいたします。 

木澤委員。 

○木澤委員 水道については、部長おっしゃったように、順調に推移をしているなという

ふうに理解はしているんです。有収率についても、高い推移だなというふうには思って

いますけども、この０．８％下がった要因というのは、どういうふうにお考えでしょう

か。 

○坂口委員長 谷口上下水道部長。 

○谷口上下水道部長 その原因として私たち理解しておりますのは、まず、若干の漏水は

ございますけども、公共下水道整備の後の、新管入れたときの洗管、その影響も若干出

ておると推測しております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 わかりました。 

それとですね、ちょっとお尋ねしたいんですけども、２４ページですね、決算書の、

これ、契約のやつをあげていただいているんですけども、当初契約金額から変更契約金

額というふうに２つ書いていただいているんですけども、これ、契約途中で金額が変更

になっていますけども、ふえているのもあれば、減っているのもあって、どういう状況

でこういうふうになるのかなというのをお聞かせいただけますか。 

○坂口委員長 谷口上下水道部長。 

○谷口上下水道部長 現場の状況にもよりますが、あと、公共下水道との調整、もしくは

現場におきまして、例えば、簡卖に言いますと、バルブをふやしたりとか、安全対策の

ために配慮したための変更だということで理解いただきたいと思います。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 例えば追加工事が発生するとか、ふえる分にはわかるんですけども、減る分

っていうのはどういうことなんですか。 

○坂口委員長 谷口上下水道部長。 

○谷口上下水道部長 例えば、公共下水道等の例を出しますけども、１つは、もともと開

削でしようと思っていたところを、推進工事に変わりましたと。といったことで、開削

部分について、その部分の卖独の部分が、これは増額の理由です。これの逆の場合もあ

ります。もともと推進しようと思っていたところを開削に変わったところについては、

うちも開削で入っていくと。もし推進の場合でしたら、立杭の周りの切り回しだけです
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ので安く済むというようなこともありますので、そうしたことで差額が発生するのが、

今までの状況です。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 わかりました。 

あとですね、４０ページのところで、類年別損益計算書ということで、一番下の当年

度未処分利益剰余金ですね、これ、２５年度から２６年度にかけて金額が大きく変わっ

ていると。会計制度が変わったことによってっていう説明はあったんですけども、えら

い金額が何かこんなふうになるねんなということで、何でこうなるかっていうの、細か

くはちょっと理解できひんと思いますけども、できるだけちょっとわかりやすく説明し

てもらえますか。 

○坂口委員長 谷口上下水道部長。 

○谷口上下水道部長 従来、例えば、簡卖に言いますと、６つほど改正点がございました。

例えば、簡卖に言いますと、借入資本金制度の廃止とか、一番大きいのは、補助金等に

より取得した固定資産の償却制度の改正等でございます。そうしたものにつきましては、

固定資産、例えば例として説明させていただきますと、従来、国庫補助金で受けたもの

については減価償却はしなくてよかったんですけども、みなし償却だけでよかったんで

すけども、これを、国庫補助で受けた分につきましても減価償却してくださいというこ

とで、それを、長期前受金にプラスさせまして、順次減価償却するということで、その

額が大きく膨らんでしまいます。そうしたものも影響してきて、こんなような額が、差

が発生したということでご理解いただきたい。これ、あくまでも一部の説明でございま

す。細かく言いますと、６か所ほど大きく、会計法の改正で変わっております。 

○坂口委員長 木澤委員。 

○木澤委員 監査委員さんもそういう説明されていて、例えば卖年度で金額的にこんなに

大きく変化するとは思っていなかったので、ちょっとびっくりしたんですけども、また

ちょっと、おいおい勉強したいと思います。結構です。 

○坂口委員長 ほか、ございますか。 

ございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○坂口委員長 ないようですので、議案第４６号、認定第８号に対する質疑を終結いたし

ます。 

これをもって、都市建設部・上下水道部に係る決算審査を終わります。 
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早いようですが、本日はここまでとし、これにて散会いたします。 

あしたは午前９時から再開し、引き続き審査することといたします。 

本日はどうもお疲れさまでございました。 

（午後２時５１分 散会） 


